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要  約 

① 国の概要 

フィジー共和国は南太平洋に位置する人口約 88 万人（2013 年、世界銀行）の島嶼国であり、330

以上の島から構成され、国土の総面積は約 1 万 8,270km2（2011 年、南太平洋諸島センター）である。

気候区分は熱帯海洋性気候に属し、雨期と乾期があるが、年間を通して温暖である。雨期は 10 月

から 4 月、乾期は 5 月から 9 月であり、雨の少ない地域の年間降水量は 2,000mm程度であるが、海

岸部では 3,000mm、山間部では 6,000mmになる地域もある。雨期の期間でも特に 10 月から 3 月は

サイクロンシーズンとなっている。 

フィジー共和国のGDPは40億4,000万USドル、GDP実質成長率は3%、一人当たりGNIは4,430US

ドル（2013 年、世界銀行）となっている。GDP に占める各産業の割合は、第 1 次産業 13.2%、第 2

次産業 18.9%、第 3 次産業 67.9%（2012 年、世界銀行）であり、砂糖、衣料、観光産業が外貨獲得

のための主要産業である。伝統的な砂糖産業は他国との価格競争、2009 年の洪水被害の煽りを受け

衰退し、輸出額は 2010 年に 7,700 万 FJ ドルと低下傾向にあったが、2012 年は 1 億 5,600 万 FJ ドル

（GDP の 2.8%）に増加し、回復傾向にある。また、近年は豊富な海洋資源を活用したマリンリゾ

ート等の観光業の収入が増加しており、2013 年は 13 億 1,820 万 FJ ドルと GDP の 22%を占める同

国の主要産業となっている（フィジー共和国統計局資料）。 

 

② 要請プロジェクトの背景、経緯及び概要 

フィジー共和国の国民は南太平洋の広範な地域に点在する離島に居住しており、通信や交通が不

便なため、災害情報が伝わりにくい上、緊急救援等の公共サービスも行き届きにくい。国土が狭小

で低標高であるため、自然災害に対して脆弱であり、気候変動によると推測される海面上昇、集中

豪雨等による洪水、土砂災害並びにサイクロンの大型化による家屋・インフラの損壊等、自然災害

は年々大きな脅威となってきている。こうした状況の中、太平洋諸島フォーラム、大洋州災害リス

クパートナーシップ・ネットワーク等、国際的な協力が行われており、我が国も自然災害のリスク

の軽減を目的とした「防災プログラム」等の支援を展開している。フィジー共和国では国家開発計

画である「民主化及び持続的な社会経済開発 2010-2014」（Roadmap for Democracy and Sustainable 

Socio-Economic development 2010-2014）において、防災に係る 24 時間の監視体制及び住民への早期

の警報発信体制の整備並びに地方部の開発のための住民への情報提供が重要な施策とされている。

自然災害に対して迅速に対応するために、災害時の住民への避難の呼びかけや、災害復興時の住民

への情報伝達には、同報性が高く、多くの情報を発信できるラジオ放送の利用が有効とされている。 

フィジー放送会社（Fiji Broadcasting Corporation：以下 FBC と称す）が管理する中波ラジオ放送シ

ステムの送信機及びアンテナは、それぞれ 2000 年と 1953 年に製造されたものであり、故障した部

品の修理を応急処置で対応しているため、送信出力が減力しているだけでなく、音質にも歪みが発

生し、不安定な品質の放送を強いられている。そのため一刻も早い整備が望まれているが、中波ラ

ジオシステムの更新は多額の投資を必要とするため、全てを FBC が負担するのは財政的に困難であ

る。また、中波ラジオ放送システムの構築にあたり、サイクロンシーズンを考慮した工事工程の計

画並びにラジアルアースと呼ばれる放射状の電線敷設を伴う大型のアンテナの施工について技術
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的な検討が必要であるが、FBC の技術部門のみでこれらの計画及び施工を行うことは難しい状況で

ある。このような状況から、2013 年にフィジー共和国からナウル送信所の中波ラジオ放送システム

を更新するために、我が国に対し無償資金協力「フィジー共和国中波ラジオ放送復旧計画」の要請

が出された。これらの機材を調達することにより、中波ラジオ放送システムが更新されフィジー共

和国全土（ロツマ島を除く）に対し安定した中波ラジオ放送の提供が可能となるとともに、災害や

生活情報に関わる情報を国民に対して提供できるようになるため、同要請に対し、協力準備調査を

実施したものである。 

 

③ 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

JICA は本計画の一環として 2014 年 9 月 30 日から同年 10 月 28 日までフィジー共和国に概略設計

調査団を派遣し、本計画に係る要請内容の確認並びに機材設置対象サイトの現地調査を実施した。

また、2014 年 1 月 25 日から同年 2 月 16 日まで同サイトの地盤調査を実施した上、これら現地調査

結果に基づき国内解析を行い、概略設計を実施するとともに、概略事業費の積算を行った。その後、

2015 年 3 月 8 日から同年 3 月 14 日まで概略設計概要説明調査団を派遣し、これら概略設計及び概

略事業費の積算結果について説明を行った。本計画は、中波ラジオ送信機及びアンテナの更新によ

り、フィジー共和国（ロツマ島を除く）において安定した中波ラジオ放送サービスが提供され、フ

ィジー全国に防災、保健、教育、農業及び文化等に係る情報提供がなされ、国民生活の便益の向上

が図られることを目的とする。本計画の調達機材は表-1 のとおりである。 

表-1 本計画の調達機材 

No. 項目 数量 

1 中波アンテナシステム（60 m、傘型、2 波共用） 1 式 
2 送信機-1（558 kHz） 1 式 
3 送信機-2（990 kHz） 1 式 
4 出力切換スイッチ及びダミーロード 1 式 
5 電源装置及び空調機 1 式 
6 ISDN コーデック 1 式 
7 保守用測定器・工具 1 式 
8 交換部品 1 式 
9 消耗品 1 式 

フィジー共和国側の本計画の主管官庁は公営企業省（Ministry of Public Enterprises）であり、実施

機関は FBC である。フィジー共和国の離島は中波ラジオ放送が唯一の情報伝達手段であるが、前述

のとおり機材の故障により十分な出力を得られないことから、不安定かつ限定された範囲での放送

を強いられている。本計画では、国際電気通信連合（International Telecommunication Union：以下 ITU

と称す）に登録済みの周波数 558 kHz 及び 990 kHz、送信出力 10 kW にて、ロツマ島を除くフィジ

ー国全土にラジオ放送を提供するため、ラジオ送信機建屋の建て替え並びに中波ラジオ放送機材の

調達及び据え付けを行う。本計画により、中波ラジオ放送システムが更新され、フィジー共和国全

土（ロツマ島を除く）に対し安定した中波ラジオ放送の提供が可能となる上、中波ラジオシステム

を二波構成とすること並びに FBC 本局とナウル送信所間の伝送方法の整備により、放送の信頼性も

向上する。 
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④ プロジェクトの工期及び概略事業費 

本計画の所要工期は、我が国の無償資金協力ガイドラインに基づき、実施設計から入札業務、据

付工事を含めて 23 ヶ月である。 

       また、フィジー共和国側の負担費用は約

427 万円と見積もられ、主な内訳はフェンスの設置費用、電気料金及び通信費となる。 

 

⑤ プロジェクトの評価 

（1） 定量的効果 

本プロジェクトにて中波ラジオ送信機材が導入されることにより、ラジオ放送を聴取できる住民

が増加、災害情報や生活情報の伝達が効果として期待される。以下、1）から 3）において各種機材

を導入することにより期待される効果を示す。 

1) カバレッジ対象地域の推計人口： 

本計画により出力を 10 kW に増大した場合、ロツマ島を除くフィジー共和国全土で聴取可能と

なり、表-2 に示すとおり、離島地域を中心とした住民約 10 万人が新たに中波ラジオ放送を聴取

可能となる。 

表-2 現在と実施後の聴取可能人口の比較 

現在（2 kW）の 

聴取可能人口 

実施後（10 kW）の 

聴取可能人口 
増加する裨益人口 

78 万人 88 万人 10 万人 
 

なお、中波ラジオ放送の受信が困難なロツマ島住民は、トンガやオーストラリア等近隣国の

放送を受信している他、フィジー共和国の民間衛星テレビ放送が受信可能となっている。また、

FBC によると、2014 年 11 月に同島に FM 送信機（100 W）が据え付けられ、FM 放送が運用さ

れている。 

 

2) 放送中断時間の削減： 

現在、FBC ではナウソリ空港に近いナウル送信所に設置した中波送信機により 24 時間放送を

実施している。同放送は、FBC 本局のスタジオで制作された番組がマイクロ波によりスバ市郊外

の FBC テレビ／FM 送信所に伝送され、FM 波に変換され、ナウル送信所に伝送される。ナウル

送信所では、FM 波を中波ラジオ放送用の信号に変換し、中波ラジオ放送を行っている。このよ

うに、FBC 本局のスタジオで制作された番組が中波ラジオとして放送されるまでの間には、様々

な機材が介在するが、サイクロン等で上述の機材が被害を受けた場合、中波ラジオ放送が中断す

る事態を招く恐れがある。本計画で新設するネットワークでは、FBC 本局スタジオからの放送番

組を、マイクロ回線や FM 送信機を経由せずに、ISDN 回線により直接送信機まで伝送すること

概略事業費については非公開 
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で、天候の変化やサイクロン等の影響による放送中断時間を最小限度とし、安定した放送の継続

が可能となる。表-3 に現在と実施後の放送中断時間の比較を示す。 

表-3 現在と実施後の放送中断時間の比較 

現在（中断時間） 実施後（中断時間） 削減時間 

100 時間/年間 8 時間/年間 92 時間/年間 
 

現在は放送機器の不具合から、しばしば放送中断を余儀無くされているが、本計画により新し

い送信機に更新した場合、放送中断は保守作業による中断時のみとなる。 

3) 消費電力の削減： 

送信機とアンテナは電力ケーブルで接続されているが、既設機材は両者の間のインピーダンス

と呼ばれる電気的特性が整合されていないことから、エネルギーが効率よく電波に変換されてい

ない。このため、余分なエネルギーが熱となって消費されてしまうため、損失が大きく、消費電

力が大きい。本計画で新設する送信機を半導体による省エネルギー設計とすること、並びにイン

ピーダンスが整合することにより効率が改善され、既設送信機の約 70%の電気料金となる見込み

である。表-4 に現在と実施後の消費電力の比較を示す。 

表-4 現在と実施後の消費電力の比較 

現在（10 kW として） 実施後（10 kW） 節電率 

約 55 kWh 約 38 kWh 約 30% 

 

（2） 定性的効果 

1) 放送品質の改善： 

既存のアナログ式送信機は応急修理の結果、送信機とアンテナの整合が図れていない等の理由

から送信出力が減力し、放送範囲が減少しているだけでなく、音質にも歪みが生じ、不安定な放

送を強いられている。また、送信機特性用モニターが無く、送信機の調整が困難な状況である。

本計画で新設するデジタル式送信機は、定期点検の実施や測定器により特性を管理することによ

り送信機とアンテナの整合を図り、音質の良い放送を行うことが可能となる。 

2) 中波ラジオ放送の継続： 

既存の中波アンテナ及び送信機は経年劣化により腐食、破損しており、現状のままでは中波ラ

ジオ放送の長期継続は困難であるが、アンテナ及び送信機が更新されることで、当該放送の長期

継続が可能となり、離島を含むフィジー共和国国民 88 万人へ防災、教育及び保健（乳がんに関

する情報等）を含む日常生活に欠かせぬ生活情報サービスが安定的に配信される。 
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

(1) 現状 

フィジー共和国は、330 の島々から構成され国民は南太平洋の広範な地域に点在する離島

に居住しており、通信や交通が不便なため災害情報が伝わりにくい上、緊急救援等の公的サ

ービスも行き届きにくい。国土が狭小で低標高であるため、自然災害に対して脆弱であり、

気候変動によると推測される海面上昇、集中豪雨等による洪水及び土砂災害、サイクロンの

大型化による家屋・インフラの損壊等、自然災害は年々大きな脅威となってきている。この

ような被害の低減のため、フィジー共和国の国家開発計画「民主化及び持続的な社会経済開

発 2010-2014」（Roadmap for Democracy and Sustainable Socio-Economic development 2010-2014）

では、防災に係る 24 時間の監視体制及び住民への早期の警報発信体制の整備並びに地方部の

開発のための住民への情報提供が重要な施策とされている。 

近年、フィジー共和国でも都市部では携帯電話やインターネット等の情報通信インフラの

整備が進み、利用者も増加傾向にある。しかしながら、地震等の災害発生時には利用が集中

するため、通話や電子メールの送受信が困難となる。また、携帯電話の中継局の多くは山頂

部に設置されており、その電源供給部分が被災した場合、復旧までに長時間を要することと

なる。中継局の非常用電源にはバッテリーが使用されているが、災害発生から数時間で電源

が切れ、利用できなくなる。一方、中波ラジオ送信機は非常用発電機による予備電源を有し

ており、停電時にも長時間の運転が可能であるため、災害時にも情報の発信が可能な信頼性

の高い通信手段といえる。さらに、ラジオ受信機は乾電池で利用できる携帯型のものが多く

災害時には避難先でも情報の入手が可能である。都市部で通信インフラの整備が進む一方、

フィジー共和国の地方農村及び離島部では、配電線や衛星回線用地上基地局の建設が必要な

ことから携帯電話やインターネット等の情報通信インフラの未整備な地域も多い。また、同

国の地方農村及び離島部は貧困率が 43%と高いため（2007 年、フィジー共和国統計局資料）、

テレビ、インターネット等を所有することが経済的に困難な住民も多いが、ラジオ受信器は

比較的安価で、入手も容易であるため、ラジオ放送は離島の住民にとって欠かせぬ情報源と

なっている。以上のことから、フィジー共和国における中波ラジオ（AM）放送は災害時にい

ち早く住民に情報を伝える通信手段として重要な役割を担っている。 

また、フィジー共和国政府は国民への生活情報サービスの提供にラジオ放送を長年にわた

り利用しており、教育省では専門の部局により教育番組を 30 年以上にわたり制作、放送を行

い、離島の子どもの教育に活用している。その他、農業省は農村向け番組を、保健省は伝染

病予防情報をラジオ番組にて放送する等、ラジオ放送は国民に不可欠な情報サービスとなっ

ている。 

現在、中波ラジオ放送はフィジー共和国政府 100%保有の放送会社であるフィジー放送会社

（Fiji Broadcasting Corporation：以下 FBC と称す）によって提供されている。FBC は、同国政
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府とのラジオ放送に係る契約（Agreement between the Government of Fiji and Fiji Broadcasting 

Corporation、2013 年 1 月）により、災害情報、保健、教育、農業及び行政サービス等、フィ

ジー共和国国民に欠かせぬ生活情報サービスを提供する役割を同国内で唯一担っている。特

に、自然災害に関する情報は、同国防災セクターとの連携を通じて、毎日 12 回天気予報を放

送し、サイクロン接近時には 15 分ごとに情報を発信する等、FBC によるラジオ放送が国民へ

の即時性、広域性を有する有効な情報伝達手段として活用されている。 

(2) 課題 

FBCが管理する既設中波送信機は、2010年以降経年劣化により故障を繰り返しており、2013

年 7 月には全国放送が中断に陥っている。スペアパーツの生産中止により廃棄された送信機

の部品を流用した応急修理が実施され、現在はかろうじて都市部での放送が復旧している。

しかしながら送信機とアンテナの間のインピーダンスと呼ばれる電気的特性が整合されてい

ないこと並びに送信機建屋の空調管理が不十分なことが原因により、送信機がオーバーヒー

トになり出力が低下している。現在、送信出力が 2 kW に減力した状態で放送を行っている

が、放送範囲が縮小しているだけでなくノイズにより音質が悪く聞き取りにくい状況である。

また、既設中波アンテナは 1953 年に建設されたものであり、基礎部分の腐食が進んでいる（巻

頭写真参照）他、支線の一部に断線が発生している等、倒壊の危険があり、早急に更新が必

要である。一方、FM 放送による放送サービスは継続されているが、FM 波の性質上、中波に

比べると送信可能範囲が狭くその送信範囲は人口の集中しているビティ・レブ島とバヌア・

レブ島の都市部周辺（7 局）に限られる。このため、都市から離れた農村部や自然災害に脆

弱なラウ諸島等多くの離島（人口の約 5％、FBC 資料）まで災害情報等を伝達可能な中波ラ

ジオ放送の早期復旧が求められている。 

1-1-2 開発計画 

フィジー共和国の国家開発計画では、重要な施策として防災に係る体制整備及び情報と通信

の拡充を掲げている。同国では災害管理に関する制度や防災の体制を構築するため、1998 年に

国家災害管理法（National Disaster Management Act 1998）が制定されており、国レベルから末端

のコミュニティレベルにいたるまで、自然災害に対応するための組織が整備され、災害管理の

実施機関として国家災害管理局（National Disaster Management Office：以下 NDMO と称す）が

設置されている。同国の各州には地元の委員と各省庁の地方行政間で構成される防災評議会

（Disaster Council）が設置され、ラジオ放送は住民への警報として位置づけられている。また、

国民の情報へのアクセスについて同計画によれば、ラジオ放送は同国の 90%以上の住民が聴取

可能であり、同計画 3.2.4 項（Information and Telecommunications）にはラジオ放送が重要な情報

源であることが示されている。FBC は同計画をもとに事業計画 Fiji Broadcasting Corporation 

Strategic Plan 2014 to 2016 を立案し、自然災害に関する情報等をフィジー共和国の国民に広く発

信する役割を担っている。 
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1-1-3 社会経済状況 

(1) 経済状況 

フィジー共和国の経済成長率（年率 %）は、2006 年 12 月に起きたクーデター直後の 2007

年にマイナス 0.9％を記録した後、2008 年には 1.0％と改善したが、2009 年は砂糖産業の衰退

及び世界経済危機等の影響によりマイナス 1.3％と落ち込んだ。しかしその後回復に向かい、

2013 年には 2.7%となっている。フィジー共和国の国民一人当たりの GNI は 2002 年頃から順

調に増加しており、2002 年の 2,170US ドルから 2008 年には 4,060US ドルまで成長した。2008

年の世界金融危機の影響で一時期減少していたが、2011 年より再び増加に転じ、2013 年は

4,430 US ドル（世界銀行、Atlas method）となっている。GDP に占める各産業の割合は、第 1

次産業 13.2%、第 2 次産業 18.9%、第 3 次産業 67.9%（2012 年、世界銀行）であり、砂糖、

衣料、観光産業が外貨獲得のための主要産業である。伝統的な砂糖産業は他国との価格競争、

2009 年の洪水被害の煽りを受け衰退し、輸出額は 2010 年に 7,700 万 FJ ドルと低下傾向にあ

ったが、2012 年には 1 億 5,600 万 FJ ドル（GDP の 2.8%）と回復傾向にある。また、近年は

豊富な海洋資源を活用したマリンリゾート等の観光業の収入が増加しており、2013 年は 13

億 1,820 万 FJ ドルと GDP の 22%を占める同国の主要産業となっている（フィジー共和国統

計局資料）。 

(2) 社会状況 

フィジー共和国の人口は約 88 万人（2013 年、世界銀行）であるが、その大半が首都スバ

市及び同島の西に位置する同国第二の都市であるラウトカ市等、主要都市を有するビティ・

レブ島に居住している。フィジー共和国におけるフィジー人（メラネシア系フィジアン）の

割合は 56.8%と全体の約半数に過ぎず、インド系 37.5%、その他が 5.7%（2007 年、フィジー

共和国統計局）の構成となっており、メラネシア系住民とインド系住民の割合が拮抗してい

る。文化としては、メラネシア、ポリネシア、ミクロネシア、ヨーロッパ、アジア等様々な

地域の文化の影響を受けており、特にメラネシアとポリネシアの伝統を大きく引き継いでい

る。宗教はキリスト教が人口の半数を占めており、次いでヒンズー教、イスラム教、その他

の伝統的な宗教が存在する。2006 年の軍部によるクーデターが発生後、2007 年に暫定政権が

発足し、前述の「民主化及び持続的な社会経済開発 2010-2014」が住民の共同作業グループに

よって策定された。2014 年 9 月 17 日に行われた総選挙（定数 50、一院制）では、バイニマ

ラマ暫定首相を擁する新党フィジーファーストが 6 割近い得票率で圧勝して政権を獲得し、

2006 年の軍事クーデター以降 8 年ぶりの民主政権となり、9 月 29 日にイギリス連邦に加盟復

帰した。与党のフィジーファーストは得票率 59.2%で 32 議席を獲得し、単独過半数を 6 議席

も上回った。先住民フィジー系の社会民主自由党が 28.2%で 15 議席、インド系が多い国民連

邦党が 5.5%で 3 議席を得た。投票率は 83.97%であった（フィジー共和国選管）。 

1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

フィジー共和国を含む大洋州島嶼国は自然災害に対して非常に脆弱であり、戦略的な対策の

展開が喫緊の課題となっており、こうした状況の中で、太平洋諸島フォーラム（Pacific Islands 

http://www.asahi.com/senkyo/sousenkyo46/
http://www.asahi.com/topics/word/%E4%B8%80%E9%99%A2%E5%88%B6.html
http://www.asahi.com/topics/word/%E5%8D%98%E7%8B%AC%E9%81%8E%E5%8D%8A%E6%95%B0.html
http://www.asahi.com/topics/word/%E6%B0%91%E4%B8%BB%E8%87%AA%E7%94%B1%E5%85%9A.html
http://www.asahi.com/topics/word/%E6%8A%95%E7%A5%A8%E7%8E%87.html


 

1-4 

Forum）、大洋州地域組織評議会（Council of Regional Organization in the Pacific）及び大洋州災害

リスクパートナーシップ・ネットワーク等、多数の取り組みが行われている。我が国は当該地

域の気候変動による自然災害のリスクの軽減を目的として「防災プログラム」等の支援を展開

している。 

前述のとおり、フィジー共和国政府は住民への防災情報及び生活情報サービス等の提供を重

要な施策の一つとしており、中波ラジオ放送は重要な通信手段となっているが、FBC が管理す

る中波送信機及びアンテナは、故障した部品を応急処置で対応しているため、送信出力が減力

しているだけでなく、音質にも歪みが発生し、不安定な品質の放送を強いられている。一刻も

早い整備が望まれているが多くの投資を必要とする中波ラジオ放送システムの更新について全

てを FBC が負担するのは財政的に困難な状況である。また、中波ラジオ放送システムの構築に

あたり、ラジアルアースと呼ばれる放射状の電線敷設を伴う大型のアンテナの施工並びにサイ

クロンシーズンを考慮した工事工程の計画について技術的な検討が必要であるが、FBC の技術

部門のみでこれらの計画及び施工を行うことは難しい状況である。 

以上のことから、2013 年フィジー共和国から送信機及びアンテナから構成される中波ラジオ

放送システムを更新するために、我が国に対し無償資金協力「フィジー共和国中波ラジオ放送

復旧計画」の要請が出された。 

中波ラジオ放送システムが更新されることによりフィジー共和国全土（ロツマ島を除く）に

対し安定した中波ラジオ放送の提供が可能となるとともに、災害や生活情報に関わる情報を国

民に対して提供できるようになるため、同要請に対し、協力準備調査を実施したものである。 
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1-3 我が国の援助動向 

表 1-3-1 に、フィジー共和国の防災セクターに関する我が国の協力実績を示す。 

表 1-3-1 我が国の技術協力・有償資金協力、無償資金協力等の協力実績 

協力内容 実施年度 案件名/その他 概要 

技術協力 2007～2009 気象予警報能力強化及び

ネットワーク作りプロジ

ェクト 

フィジー及び周辺島嶼国の気象

予警報に係る研修 

2010～2013 大洋州地域コミュニティ

防災能力強化プロジェク

ト 

国家災害管理局及び関係機関の

能力強化を通じた洪水時避難体

制の構築 

2014～ 

2018（予定） 

大洋州気象人材育成能力

強化プロジェクト 

気象及び洪水に係る能力開発及

び予警報サービス強化 

開発計画調査

型技術協力 

2014～ 

2016（予定） 

ナンディ川洪水対策策定

プロジェクト 

洪水対策マスタープラン作成及

びフィージビリティ調査に基づ

く洪水対策事業メニューの提案 

専門家派遣 2014～ 

2016（予定） 

大洋州広域総合防災アド

バイザー 

災害リスク削減に向けた諸活動

間の連携強化 

第三国研修 2010～2012 大洋州地域気象分野研修 大洋州地域気象関係者の能力強

化・情報共有 

無償資金協力 1995～1996 気象観測・予報設備整備計

画 

地域特別気象センター施設、気象

情報通信処理解析用計算機設備、

気象衛星画像受信装置、自動気象

観測装置等整備 

2005 フィジー放送公社災害用

中継所整備計画 

中継所整備 

2012 広域防災システム整備計

画 

潮位計及び気象観測機器等、津波

及び気象の観測機器整備 
出所： JICA「大洋州地域への防災協力に関する基礎情報収集・確認調査報告書」（2012年4月）、FMS資料及び外務省

HP ODA/ODAとは？/援助政策/事業展開計画/7. 大洋州 フィジー国（2014年7月）

<http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/jigyou/pdfs/fiji.pdf> 

(1) 類似案件の教訓 

パプアニューギニア「国営ラジオ放送局機材整備計画」の事後評価等から、電圧の急激な

上昇に備え、コントロールパネルの設置にあたって、電圧を安定させる装置の設置も併せて

考える必要があるとの教訓が得られている。また、ソロモン国「防災ラジオ放送網改善計画」

及びツバル国「中波ラジオ放送網防災整備計画」では、機材調達業者による機材の初期操作

指導に加え、日常点検のための測定器調達とその取り扱いについて技術指導（On the Job 

Training：以下 OJT と称す）を実施した。さらに、計画する機材に適合した雷対策及び周囲温

度等の条件整備のため、送信機建屋も計画に含めた。その結果、機材の運用・維持管理が順
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調に行われており、対策が有効であることが確認されている。 

(2) 本計画への反映 

フィジー共和国においては、商用電源に短時間での電圧変動が発生しているため、不安定

な電源による放送機材への負担の制御並びに落雷への対策のため、電源装置として自動電圧

調整器を設置する。さらに、商用電源の停電時においてもラジオ放送が中断しないよう、送

信機建屋内に 10 時間程度の連続運転が可能となる非常用発電機を設置する。また、機材調達

業者により実際の機材を使用した初期操作・運用指導に係る技術指導（OJT）を適切な期間・

人員に対して確実に実施することも必要である。さらに、本計画では送信機システム等の機

材選定時に相手国の気候・風土に耐えられることを条件とすることや、据付場所の環境を整

備することが必要である。 

1-4 他ドナーの援助動向 

各ドナーからは、テレビ放送に関する支援は実施されているが、ラジオ放送に関する支援は

実施されていない。FBC は一部テレビ放送用コンテンツから音声のみを取り出し中波ラジオ放

送に活用しているため、同手法による連携の可能性はある。表 1-4-1 に各国又はドナー機関によ

る FBC への支援状況を示す。 

表 1-4-1 他ドナーの支援一覧 

実施年度 機関名 案件名 援助額 援助形態 援助内容 
2011 年 韓国国際協力

団（KOICA） 
KOICA 
技術協力
（KOICA 
Technical 
Assistance） 

20,000FJ ドル 無償 Korean Broadcasting 
System によるテレビ中継

車両（1 台）の供与 

2013 年 
から毎年 

アジア太平洋
放 送 連 合
（ABU） 

ABU技術会合 12,000US ドル 技術協力 ABU 会員に対する放送

技術に関する技術研修 

2014 年 オーストラリア
政府 

メディア育成
支援
（PACMAS） 

7,000US ドル 無償 メディア育成、番組制作

支援プログラム PACMAS
（Pacific Media Assistance 
Scheme）を通じたソフトコ

ンポーネントでの技術支

援（映像収録）の提供 
出所：FBC 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

本計画の主管官庁は公営企業省（Ministry of Public Enterprises）であり、実施機関は FBC であ

る。

公営企業省の職員は 25 名であり、同省の政策・投資徴収部門（職員 4 名）が担当部署となる

（図 2-1-1 の破線枠部分）。政府はフィジーにおける公共性の高い事業、サービスを実施する企

業の株式の 100%、もしくは大多数を保有することにより、公営企業省を通じて、これら企業の

経営を監督している。監督下の企業はフィジー放送局の他、空港公社、郵便公社、公共交通公

社、電力公社（Fiji Electricity Authority：以下 FEA と称す）、住宅公社、水道公社など国内で公

共性の高い事業を実施する法人である。

本計画の実施機関である FBC は公営企業省株式保有 100%の公営企業であり 1998 年に設立さ

れた。中波ラジオ放送を始め、FM 放送及びテレビ放送を行っている。FBC はフィジー共和国

政府との契約により公共放送の実施を義務づけられており、フィジー共和国政府から政府補助

金を毎年受領している。さらに FBC の役員会議には公営企業省が参加しており、フィジー共和

国における公共放送事業を担う公営企業のため政府の関与は強い。FBC は、2014 年 6 月現在、

7 つのセクション（財務、人事、営業、報道、技術、テレビ制作及び技術、ラジオ制作）にお

よそ 160名の職員を擁している。このうち、本計画を担当する技術部門の職員数は 21名であり、

部門はラジオ、テレビの他、IT 部門に分かれ放送設備の維持管理を担当している（図 2-1-2 の

破線枠部分）。送信機の維持管理は技術部門の送信機担当班が担当している。2014 年 10 月時点

での公営企業省及び FBC の組織図を図 2-1-1 及び図 2-1-2 にそれぞれ示す。

図 2-1-1 公営企業省組織図 

公営企業省 大臣
Hon. Aiyaz Sayed-Khaiyum

運営

ディレクター 業務最適化・監督

官民連携事業

・投資徴収

ディレクター 政策・投資徴収

政策・戦略

コーポレートサービス
(産業貿易省により監督) 

執行事務次官
Shaheen Ali

商業業務
監督

商業業務
最適化

会計

出所：FBC 

破線枠：本計画の監督責任機関担当部署
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最高経営責任者

最高財務責任者

技術部門ディレクター

人事担当役員

番組

ディレクター
RF1

番組

ディレクター
RF2

番組

ディレクター
Mirchi FM 

番組

ディレクター
Bula FM

番組

ディレクター
2Day FM

番組

ディレクター
Gold Fm

秘書

営業担当役員

給与担当

オフィサー

信用調査

オフィサー

財務オフィサー 顧客サービス

オフィサー

運転手
ｲﾍﾞﾝﾄﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ

ｵﾌｨｻｰ

ジャーナリスト

一般デスク

ジャーナリスト

ヒンディデスク

ジャーナリスト

iTaukei デスク

スポーツ

特派員

主要顧客担当

オフィサー

グラフィック

アーティスト

人事担当

オフィサー

ラジオ番組マネー

ジャー

スケジュール

監理オフィサー

脚本・シナリオ

担当者

上級

マネージャー

ライン

マネージャー

週間ニュース

メインキャスター

テレビ業務マネー

ジャー

テレビ監督者

現場報道者

送信技術者
IT

オフィサー
ｽﾀｼﾞｵ技術者

資料デジタル化

担当者

ｲﾍﾞﾝﾄﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ

ﾏﾈｰｼﾞｬｰ
運輸・運搬

マネージャー

チームリーダー

顧客サービス
経理マネージャー

送信監督者 ｽﾀｼﾞｵ監督者

一般職員

副編集

テレビニュース

デスク ＩＴネットワーク

エンジニア

保健衛生管理

オフィサー

製作者

司会者

製作者

司会者

製作者

司会者

製作者

司会者

製作者

司会者

製作者

司会者

ｽｹｼﾞｭｰﾗｰ

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ

ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ

ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ

製作者

ｶﾒﾗｵﾍﾟﾚｰﾀｰ

/編集

ｽﾀｼﾞｵ

ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ

ｸﾞﾗﾌｨｯｸ

ﾃﾞｻﾞｲﾅｰ

編集

テレビニュース

デスク

マルチメディア

ジャーナリスト

編集

スポーツデスク

編集

iTaukeiデスク

編集

ヒンディデスク

編集

一般デスク

テレビ・ラジオ

ニュースディレクター

役職色分け

技術部門ディレクター

送信技術者
IT

オフィサー
ｽﾀｼﾞｵ技術者

送信監督者 ｽﾀｼﾞｵ監督者
ＩＴネットワーク

エンジニア

図 2-1-2 FBC組織図 

2-1-2 財政・予算 

FBC の経営は民間からの広告料が主たる収入源であり、またフィジー共和国政府との契約に

より政府補助金を事業運営資金として毎年受領している。2009 年度までは政府補助金は公共放

送関連売上収入として計上されていたため、税引き前利益は黒字を計上していたが、2010 年度

より売上収入ではなく株主資本の投入に変更されたため、事業収支は 2010 年度より例年赤字を

計上している。現在 FBC が受領している政府補助金は FBC とフィジー共和国政府間との契約

（Agreement Between The Government of the Republic of Fiji and Fiji Broadcasting Corporation）によ

り、年間 291 万 FJ ドルであり、FBC ではこの金額を 2014 年度以降も 2016 年度まで継続して受

領する。政府による事業運営資金の投入は FBC 設立当初から継続しており、また公営企業省は

民営化の意向がないことから政府がFBCの株を保有する形態は今後も継続するものと見込まれ

る。また 2014 年度のフィジー共和国の国家支出予算は約 28 億 8,326 万 FJ ドルであり、公営企

業省への割り当ては約 4,000 万 FJ ドルである。FBC への政府補助金が国家予算に占める割合は

0.10％、公営企業省予算に占める割合は 7.34%であることから、今後も同水準の資金支出には問

題が無いと想定される。さらに調査団は 2017 年以降も同額もしくは FBC の今後の設備投資必

要額に応じた政府補助金を投入する意向であることをフィジー共和国財務省（Ministry of 

Finance）担当者との協議により確認している。よって、FBC はフィジー共和国唯一のラジオ公

共放送機関としての位置づけを保ち、今後も政府補助金の継続的な受領が見込まれる。表 2-1-1

に FBC の財務状況を示す。

 

出所：FBC 

破線枠：本計画の実施機関担当部署
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表 2-1-1 FBCの財務状況（損益計算書、貸借対照表概況） 

（単位：FJD） 
損益計算書 2009 2010 2011 2012 2013 
収入      

広告料 3,081,777  3,030,835  3,663,514  6,428,631  8,042,530  
政府補助金* 986,667      

その他事業収入      
固定資産売却益 4,444  8,589   32,337  31,304  
贈与資産収益 53,169  14,858  3,881  31,022  51,333  
金利収入  36,752  8,780  7,695  10,694  
雑収入 159,667  270,525  140,833  187,657  314,907  

総収入 4,285,724  3,361,559  3,817,008  6,687,342  8,450,768  
      

費用      
一般管理費 3,578,728  3,558,194  4,402,945  10,588,302  11,270,219  
マーケティング費用 477,863  315,509  447,238  1,078,872  1,351,553  
金利費用 18,420  121,998  30,690  2,012,950  1,431,770  
総費用 4,075,011  3,995,701  4,880,873  13,680,124  14,053,542  

税引き前利益 210,713  (634,142) (1,063,865) (6,992,782) (5,602,774) 
政府補助金*  2,586,667  2,530,434  2,566,810  2,910,000  
      

貸借対照表 2009 2010 2011 2012 2013 
資産      

流動資産 7,997,757  3,507,242  3,695,890  2,780,838  4,148,253  
固定資産 7,696,259  17,079,782  24,052,993  21,517,376  18,226,196  

総資産 15,694,016  20,587,024  27,748,883  24,298,214  22,374,449  
負債      

流動負債 695,535  1,133,285  1,292,584  2,415,194  3,189,154  
固定負債 11,927,830  14,303,120  19,923,079  19,533,133  19,528,182  

総負債 12,623,365  15,436,405  21,215,663  21,948,327  22,717,336  
総資本 3,070,651  5,150,619  6,533,220  2,349,887  (342,887) 

注：*2010 年度よりフィジー政府補助金は株主資本等変動計算書に計上されている。 
出所：FBC 

2-1-3 技術水準 

(1) 運営・維持管理体制、方法 

送信機の維持管理は、技術部門の放送技術部門に所属する 5 名の送信技術者が担当してお

り、3 交代の体制で FM 送信機、テレビ送信機の維持管理に当たっている。同機材の運用維

持管理は、毎週、毎月、3 カ月、半年、1 年点検整備が計画されており、点検整備の際には各

送信所へ出向いて点検チェックシートにより点検整備を行っている。ナウル（Naulu）送信所

の中波送信機については、送信所敷地内に建設されているFBC宿舎に技術者が常駐しており、

メーターチェック、動作確認等が毎日の点検で行われ、維持管理が実施されている。 

(2) 人員計画、技術レベル 

FBC では前述の放送技術部門の送信技術者が既設アナログ式中波送信機の機材の運用維持

管理を行っている。さらに、多数の FM 放送、テレビ放送も運用しており、放送機材の運用

維持管理において技術的な問題は無いが、本計画で供与するデジタル AM 変調方式の中波送

信機の取扱い及び運用の経験は無い。 
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(3) 技術移転の必要性 

上述のとおり、FBC ではこれまでアナログ式中波送信機の運用維持管理のみを行っている。

機能的にはアナログ式もデジタル式も同様であるが、本計画で新たに整備するデジタル式中

波送信機の最新機材の運用維持管理については日常点検等の経験が不十分である。また、本

計画の機材は放送局用の機材であり、一般には販売されておらず、日本の工場で一括して設

計、製造、試験された製品であることから、本計画の機材調達業者の派遣技術者により、現

地据付工事、調整・試験及び実際の機材を使用した初期操作・運用指導に係る技術指導（OJT）

を行う必要がある。 

2-1-4 既設施設・機材 

(1) 既設放送施設・機材の状況 

1) 既設放送施設の状況 

FBCによると、ナウル送信所の建屋は1979年に建設されたものであり、床面積は、約190 m2、

コンクリートブロック積造、屋根は木造トラスの鋼板敷き平屋建てである。屋根及び外壁の

老朽化が見られ、窓及び扉等の雨仕舞が不完全なため、豪雨時には隙間部分から雨漏り被害

を受けている。また、天井板も一部塞がっておらず、天井裏の埃が機材の上に落ち故障の原

因になっている。既存の建屋は自然冷却式の送信機用に建設されており、空調機が設置され

ていない。従って、窓及び扉周辺の隙間から外部の塵及び湿気が侵入し、送信機器の劣化に

繋がっている。電気配線や配管等も機器の更新毎に追加した様子が見られ、施工具合が不十

分である。図 2-1-3 にナウル送信所送信機建屋の平面図及び外観写真を示す。 
 

 
ナウル送信所建屋平面図 

   
① 外観 ② 外壁 ③ 外壁障害部分 

図 2-1-3 ナウル送信建屋の平面図及び外観写真 

③ 

② 

① 

トイレ 

電話通信機材 

部品庫 

資料室 

入口 

倉庫 
発電 
機室 

車庫 倉庫 

 
送信機室 

出所：FBC 
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2) 既設中波ラジオ放送機材の状況 

既設の中波送信機は、2000 年に設置されたカナダ製 10 kW、558 kHz が 1 台稼動中でフィ

ジー語の放送を行っている。2000 年当時 774 kHz でヒンズー語放送に使用していた送信機は、

2004 年に故障し、交換部品が入手不可能で修理できないため、アンテナと共に撤去されてい

る。現在 558 kHz で放送している送信機は 2013 年の故障後、廃棄品から中古の部品を集めて

組立てたもので、一部のユニットは送信機内部に収納出来ず送信機の脇に置いて運用してい

る状況である。定格出力は10 kWであるがユニットの劣化及びアンテナとの整合が悪く、2 kW

の出力しか出ていない。一方、既設の中波アンテナの状況としては、経年により基礎鉄骨部

分に錆びによる腐食が進行しており、このままではサイクロン等で倒壊の危険が予想される。

さらにアンテナ付近の ATU（整合装置）と呼ばれるアンテナと送信機の特性を調整する機材

も同様の状況であり、送信出力不足の原因となっている。 

3) 中波ラジオ放送用番組の伝送経路及びその他の放送用機器の状況 

① 中波ラジオ放送用番組の伝送経路 
放送番組はスバ市内の FBC 本局の FM スタジオで制作される。この番組の信号を FBC

本局のマイクロウェーブアンテナから、スバ郊外の標高約 450 m のナコバレブ山頂にある

FBC テレビ／FM 送信所へ向けて 8 GHz のマイクロ波回線により送出し、FBC テレビ／FM

送信所内のマイクロウェーブアンテナで受信している。受信した信号は FM 信号に変換さ

れ、ナウル送信所に送られる。一方のナウル送信所には FM 受信アンテナ及び受信機があ

り、上述の FM 放送波を受信し、FM 放送 1 波を中波送信機へ送信することで 558 kHz 中波

ラジオ放送を行っている。図 2-1-4 に現在の FBC 番組伝送経路を示す。 

  

図 2-1-4 FBC番組伝送経路（現在） 
出所：調査団 
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② その他の放送用機器 
ナウル送信所には、中波送信機とは別に 3 式の衛星受信用パラボラアンテナが屋外に設

置され、さらに 3 式の衛星受信機が屋内に設置されている。これらは、インドからの放送

波である ZING テレビ受信用、中国からの放送波である CCTV テレビ受信用及び中東から

の放送波であるアルジャジーラテレビ受信用である。屋外のアンテナで受信した信号は屋

内の衛星受信機にて処理され、送信機建屋のマイクロウェーブアンテナから 8 GHz 帯のマ

イクロ波信号で FBC テレビ／FM 送信所へ向けて送出されている。FBC テレビ／FM 送信

所ではこの信号をマイクロウェーブアンテナで受信し、周波数を変換して FBC 本局方向に

送信している。FBC 本局では受信したマイクロ波信号をテレビ信号として編集した後、FM

信号と重畳して FBC テレビ／FM 送信所へ向けて送出している。FBC テレビ／FM 送信所

ではテレビ送信機及び FM 送信機で増幅した後、テレビ及び FM にて放送している。 

また、ナウル送信所の建屋内には、電話会社の通信機器も設置されており、隣接したタ

ワー上に取り付けられたアンテナと通信線で接続されている。 

4) 電源設備 

ナウル送信所へは FEA が運営する低圧電源（AC 415 V）が商用電源として供給されている。

送信機建屋内の電源室には発電容量 154 kVA の非常用発電機が設置されており、商用電源が

停電の際、送信機へ電源を供給している。送信機建屋建設当初は 10 kW 送信機が 4 式設置さ

れていたため、4 式分の発電容量を有していたが、現在は送信機 1 式のみで運用しているた

め、過剰な発電容量となっている。 

5) FBC 本局概要 

FBC の前身は 1935 年に電信電話局の一部を担うラジオ局として誕生した。1953 年にはわ

ずか 500W 出力の送信機を有するラジオ放送局としてスバ市郊外のナウソリ地区にスタジオ

と送信室、アンテナが建設された。その後長年にわたりラジオ放送を継続し、1998 年には国

営会社となり、名前も現在の FBC となった。現在の FBC 本局建屋は、2 階建てである。スバ

官庁街のサーストン通りとカルナボン通りの角に位置しており、2011 年に改築された。 

建屋内は総務部門、メンテナンス部門の他、番組制作のためのワークショップ、テレビス

タジオ、ラジオスタジオから構成されている。ラジオスタジオは FM の 6 スタジオがあるが、

サーストン通りに面した部分はガラス張りになっており、オープンスタジオとなっている。

図 2-1-5 に FBC 本局レイアウト並びにラジオオープンスタジオ内観及び外観（上述のオープ

ンスタジオ）を、表 2-1-2 に主要諸室構成をそれぞれ示す。 
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FBC本局レイアウト 

  
① ラジオオープンスタジオ外観 ② ラジオオープンスタジオ内観 

図 2-1-5 ラジオオープンスタジオ外観及び内観 

表 2-1-2 主要諸室 
室名 部屋数 

TV 部門 マスターコントロール室 1 
スタジオ 2 
編集室（アナウンスブース含む） 3 

ラジオ部門 スタジオ 6 
編集室（アナウンスブース含む） 5 

共通 サーバールーム（サテライトレシーバー） 1 
AV プログラム収蔵庫 1 
メンテナンス室 1 
中継用機材室 1 
非常用発電機室 180 kVA（UPS 1 時間対応） 1 

出所：FBC 

6) FBC テレビ/FM 送信所の現状 

FBC は以下の 7 送信所から、6 波の FM 放送と 1 チャンネルのテレビ放送を実施している。

以下に送信所名と所在地（都市）名、放送周波数等を示す。 

出所：FBC 

① 

② 

サ
ー
ス
ト
ン
通
り

 

カルナボン通り 

ﾃﾚﾋﾞｽﾀｼﾞｵ 

ﾗｼﾞｵｽﾀｼﾞｵ 入口 
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なお、番組信号の伝送には、8 GHz 帯のマイクロ回線を使用している。表 2-1-3 に FBC 送

信所の状況を示す。 

表 2-1-3 FBC送信所の状況 

 送信所 都市 
位置 

標高 放送波 
緯度 経度 

① ナコバレブ 
(Nakobalevu) 

スバ 
(Suva) 

18° 3’ 42.03” S 178° 25’ 1.07” E 458 m • 6 波の FBC FM 放送 (2 kW, 93.0, 
95.4, 97.8, 100.2, 102.6, 105.0 
MHz) 

• 1チャンネルのテレビ放送 (3 kW, 
CH12) 

• 1 波の Radio Australia の FM 放送 
(100 W) 

• 1 波の Radio France の FM 放送 
(100 W) 

② コロオ 
(Koro O) 

クロブ 
ナダリバツ 
(Korovu 
Nadarivatu) 

17° 34’ 35.65” S 177° 56’ 8.24’ E 1,043 m • 6 波の FM 放送 (2 kW, 93.2, 95.6, 
98.0, 100.4, 102.8, 105.2 MHz) 

• 1 チャンネルのテレビ放送  (2 
kW,CH42) 

③ ロロロ 
(Lololo) 

バ 
(Ba) 

17° 31’ 49.49” S 177° 36’ 7.76” E 468 m • 6 波の FM 放送 (1 kW, 92.8, 95.2, 
97.6, 100.0, 102.4, 104.8 MHz) 

• 1チャンネルのテレビ放送 (1 kW, 
CH44) 

④ ラキラキ 
(Rakiraki) 

ラキラキ 
(Rakiraki) 

17° 21’ 32.01” S 178° 9’ 14.59” E 18 m • 6 波の FM 放送 (500 W, 93.4, 95.8, 
97.8, 100.6, 103.0, 105.4 MHz) 

• 1 チャンネルのテレビ放送 (CH9) 
⑤ バナトゥブ 

(Vunatovu) 
シガトカ 
(Sigatoka) 

18° 6’ 48.78” S 177° 29’ 1.78” E 180 m • 6 波の FM 放送 (2 kW, 92.8, 95.2, 
97.6, 100.0, 102.4, 104.8 MHz) 

• 1 チャンネルのテレビ放送 (1.5 
kW, CH5) 

⑥ セベト 
(Sabeto) 

ナンディ 
(Nadi) 

17° 41’ 58.88” S 177° 27’ 50.47” E 458m • 6 波の FM 放送 (2 kW, 93.0, 95.4, 
97.8, 100.2, 102.6, 105.0 MHz) 

• 1チャンネルのテレビ放送 (3 kW, 
CH12) 

⑦ デライロロ 
(Delailoro) 

ランバサ 
(Labasa) 

16° 35’ 14.49” S 179° 18’ 53.24” E 909 m • 6 波の FM 放送 (1 kW, 93.0, 95.4, 
97.8, 100.2, 102.6, 105.0 MHz) 

• 1 チャンネルのテレビ放送 (1.5 
kW, CH11) 

 

7) FBC の全国ネットワーク 

FBC では 8 GHz 帯のマイクロ波を使用し、各地の中継所及び送信所へ FM 信号 6 波、テレ

ビ信号 1 チャンネルを受け渡ししている。スバにある FBC 本局を起点に本局のアンテナタワ

ーに設置されたマイクロウェーブアンテナから 8 GHz 帯でこれらの信号をナコバレブ

（Nakobalevu）テレビ/FM 送信所へ送り出している。全国のマイクロ回線の経路を図 2-1-6 に

示す。 
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図 2-1-6 FBC中継所及び送信所概要 

8) ラジオ放送番組 

フィジー共和国は島嶼国であり、歴史的な背景から地域により大きく分けてフィジー語

（iTaukei）、英語及びヒンズー語が使用されている。同国全体では、フィジー系住民が離島も

含めて広い地域で生活している。比較的人口が集中しているビティ・レブ島及びバヌア・レ

ブ島では、フィジー系住民の他インド系住民が多く生活しているが、現在は英連邦の加盟国

であり、英語を理解する住民も多い。前述のとおり、FBC は政府との契約により全国の住民

に対して災害情報、保健、教育、農業及び行政等の生活情報サービスを提供する役割を担っ

ているため、各言語での放送の他、各民族に合わせた文化及び生活の催事等に関する情報を

提供している。このような事情から、それぞれの民族に合わせた番組を提供する必要があり、

6 局の FM 放送を行っている他、1 局の中波ラジオ放送を行っている。表 2-1-4 に局名、周波

数及び各局番組の特徴を示す。各局が対象となる人種を絞り、それぞれ人気の出るように番

組構成を立案することで、聴取者を効果的に集めることを期待している。Radio Fiji One（RF1）

局及び Radio Fiji Two（RF2）局が住民への生活情報サービス、Gold 局が FBC 制作ニュース番

組をそれぞれメイン番組においている。また、Mirchi、Bula、2Day が各人種の伝統音楽を中

心に放送を行っている。 
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表 2-1-4 FBC ラジオ番組 

局名 

地域と周波数 

特徴 

言語 
Suva, 
Nadi, 
Navua, 
Savusavu, 
Korovou, 
Yasawa, 
Taveuni 

Sigatoka
, Coral 
Coast, 
Ba 

Tavua, 
Vatuko
ula 

Rakira
ki フ

ィ
ジ
ー 

ヒ
ン
ズ
ー 

英 

RF1 558kHz AM（中波） 教育・保健及び農業等各省庁による

生活情報サービス番組、電話による

健康相談、ニュース、インタビュー、

ドキュメンタリー、会談、DV 等の

社会問題に関する特集及びフィジ

ー伝統音楽等。 

〇   
93.0 FM 92.8 FM 93.2 

FM 
93.4 
FM 

Mirchi 97.8 FM 97.6 FM 98.0 
FM 

98.2 
FM 

生放送で聴取者からの電話リクエ

ストに応える番組構成、ヒンズー語

による対談等。 

 〇  

Gold 100.2 FM 100.0 
FM 

100.4 
FM 

100.6 
FM 

DJ による生放送番組構成。朝 6 時

から深夜 12 時は毎時 FBC ニュース

と天気予報。緊急時は 15 分毎のサ

イクロン情報。比較的ニュースの割

合が高い。 

  〇 

Bula 102.6 FM 102.4 
FM 

102.8 
FM 

103.0 
FM 

聴取者からの電話リクエストによ

る生放送、聴取者参加型、フィジー

伝統音楽中心の番組構成。 

〇   

2Day 95.4 FM 95.2 FM 95.6 
FM 

95.8 
FM 

聴取者からの電話リクエストによ

る生放送による番組構成。 
  〇 

RF2 105.0 FM 104.8 
FM 

105.2 
FM 

105.4 
FM 

RF-1 同様に各省庁による生活情報

サービス番組、ヒンズー地域情報

等。 

 〇  

出所：FBC 

フィジー共和国政府各省庁による生活情報サービスのラジオ番組は、各省庁内のスタジオ

で制作される番組の他は、FBC 本局のスタジオで制作されるものが多い。特に 30 分番組が多

く、そのほとんどは編集で言語を吹き替えて、3 つの言語による放送を行っている。このた

め、FBC 本局の各編集室には吹き替え用収録ブースが設けられアナウンサーによる吹き替え

録音が行われている。生活情報サービスのための各省庁によるラジオ番組を表 2-1-5 に示す。 
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表 2-1-5 各省庁による生活情報サービス提供番組 

 省庁 番組内容 

1) Consumer Council of Fiji 市場等生活情報 

2) Ministry of Cooperatives 協力事業の内容 

3) Institude of iTaukei Culture 伝統音楽 

4) Ministry of Agriculture 農業情報、市場価格、洪水・サイクロン等の注意報 

同省では、地方の離島を含む住民に対して農業に係る情

報提供を活動方針（Fiji 2020 Agriculture Sector Policy 

Agenda August 2014）としており、FBC によるラジオ番

組の放送を行っている。放送時間は毎日朝 8 時 45 分から

15 分間である。農業省内には農民への情報提供のため、

テレビ及びラジオ番組制作部局があり、番組制作スタジ

オはスバ市内の農業省内にあり 14 人のスタッフで番組

制作を行っている。同番組のコンテンツとしては、種ま

き及び収穫等のスケジュール、市場価格等の営農情報の

他、地方の出来事等トピックを配信している。離島には、

自給自足の生活を送る住民も多いこと等から、農業情報

は重要とされている。また、農業省では離島住民の居住

地域は FM 放送及びテレビ放送等の受信範囲から離れて

いることから AM 放送が重要であるとしている。 

6) Ministry of Health HIV 等伝染病予防の啓蒙放送、及び乳ガンなどの婦人病

に関する医師の電話相談 

7) Ministry of Information フィジー共和国政策等政府広報 

8) iTaukei Affairs 文化広報 

9) Ministry of Education 教師向けの放送と小中学生向け遠隔教育番組 

FBC のラジオ放送を通じて教育番組は配信されている。

主な放送時間は火曜から金曜の 10：30 から 12：00 であ

る。科学、数学、文化等フィジー共和国小学生及び教師

を対象とした内容であり、特に離島の住民にとっては重

要な教育手段である。 

10) Provincial Development 地域、コミュニティー開発のための集会参加の呼びかけ 
出所：調査団 

同表に示すとおり、ラジオ放送は教育、保健、防災等、政府広報として広く利用されてお

り、各省庁内で独自の番組制作局を有している他、フィジー共和国政府は 40 本以上の生活情

報サービスのためのラジオ番組の制作を FBC と契約している。各省庁の他、FEA は、電力の

有効活用のための電力消費抑制を広く消費者に節電を呼びかける等、ラジオを広報に利用し

ている。また、FBC は日常の天気予報及びサイクロン等の緊急事態の際の放送の手順につい

て、表 2-1-6 のように定めている（Procedure for Monitoring & Evaluation of Programs 

Weather/Natural Disaster 2014）。 
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表 2-1-6 気象放送及び災害放送手順 

項目 放送の内容（回数及び頻度）

1) 日常の天気予報 1 時間に 1 回

2) サイクロン等の注意報 30 分以内に 1 回（英語及びフィジー語）をスポット番組で放

送。

3) 災害警報 NDMO 等公的機関が発出する警報については、15 分毎に放送

し、放送は 6 つの放送局（Radio Fiji One、Radio Fiji Two、Gold 
FM、Mirchi FM、Bula FM 及び 2 day FM）より 24 時間行う。

図 2-1-7 に災害警報放送のフローチャートを示す。

図 2-1-7 災害警報放送のフローチャート 

出所：FBC 

(2) 既設放送施設・機材の問題点 

1) 既設放送施設の問題点 

ナウル送信所の建屋は老朽化が著しく、本計画で調達する機材の設置場所としては不適で

ある。計画している中波送信機は電力用トランジスタを利用した回路により設計・製造され

たものであり、埃・湿気を避けるために密閉式の部屋とし、かつ空調機を設置し周囲温度を

管理する等の据付環境を整備する必要がある。しかしながら、既存建屋は隙間が多く密閉性

が不十分であり、空調機が無く、送信機室の温度管理ができないため本計画で供与する新設

の送信機の運用には適さない。

2) 既設中波ラジオ放送機材の問題点 

既設の 558 kHz で放送している中波送信機は各部の劣化並びにアンテナとの不整合が原因

で、 定格出力 10 kW のところ、現在は 2 kW の送信出力しか得られておらず、放送のカバレ

ッジ（サービスエリア）が極端に狭くなっている。そのため、全国民に向けた放送が達成出

来ていない（現在のカバレッジを図 2-1-8 に示す）。既設の中波アンテナは鉄骨基礎部分の錆

びによる腐食並びに支線ワイヤー劣化のため、倒壊の危険があり、今後の継続した使用が困

難な状態にある。また、774 kHz で放送していた送信機は交換部品の製造中止等の理由により

FBC 2 day FM
Bula FM

Mirchi FM
Gold FM

Radio Fiji Two

Radio Fiji One

NDMO FMS その他

緊急警報

フィジー住民に放送

15 分毎/24 時間
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修理不能となり、アンテナと共に既に撤去されている。

出所：調査団

図 2-1-8 現在の中波放送（558 kHz）のカバレッジ 

既設の非常用発電機は当初の 10 kW 送信機 4 式で運用していた時のものであり、発電容量

は 154 kVA である。現在は 2 kW 送信機 1 式での運用のため、発電容量の小さい小型発電機

で十分であるが、燃料消費の多い大型発電機の使用を継続していることから不要な燃料費の

負担を強いられている。

3) マイクロ回線使用上の問題点 

既設の中波ラジオ放送の番組は、FBC 本局スタジオからナコバレブ送信所を経由してナウ

ル送信所に伝送され、ナウル送信所から中波放送を行っている。FBC 本局スタジオとナコバ

レブ送信所間はマイクロ波を使用したマイクロ回線を、ナコバレブ送信所とナウル送信所間

は FM 波を使用し放送番組を伝送している。マイクロ回線はタワーに設置したパラボラアン

テナで信号を送受信するため、サイクロン等により強風が吹くとタワー及びアンテナが揺れ

る等が原因で回線品質が低下し、放送の停止につながる可能性がある。ナウル送信所の既設

送信機から中波アンテナまでの番組伝送経路は同軸給電線で接続されているため信頼性が高

いが、番組伝送経路全体ではマイクロ回線、FM 放送等、多数の機材を経由する災害に脆弱

な中継機能（ネットワーク構成）となっている。そのため、サイクロン等の災害時にはこれ

らの機材が被害を受けて放送が中断する可能性が高く、不安定な運用を強いられている。

(3) 現状のカバレッジの問題点 

FBC は 2004 年まで RF1（558 kHz の中波ラジオ放送）と RF2（774 kHz の中波ラジオ放送）

の公共放送を行い、放送のカバレッジは広範であったが、2004 年以降は RF2 の中波放送機材の

故障のため、RF1 の中波ラジオ放送のみとなっており、RF1 も送信機各部の劣化等により送信
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出力に問題がありカバレッジが極端に狭くなっている。

FBC は 2-1-4 (1) 6)項（FBC テレビ／FM 送信機の現状）に示すように、ビティ・レブ島及び

バヌア・レブ島に設置された 7 カ所のテレビ/FM 送信所から、6 波の FM 放送と 1 チャンネル

のテレビ放送を行っている。テレビ放送は 2011 年 11 月よりナコバレブ山頂にある FBC テレ

ビ/FM 送信所から放送が開始された。FM 放送の 7 つの送信所の計算上の概略カバレッジ図を

図 2-1-9 に示す。FM 放送波の性質により、山地等の障害物があると電波は届かないため、放送

範囲が狭く、その分多数の送信所を設ける必要があり、一般的な中波ラジオ放送と比べ保守面

に難点がある。特に山岳地帯であるビティ・レブ島中央の地域は電波の空白地帯と言える。ビ

ティ・レブ島周辺の島々には FM 送信所は無いため、スバから 200 km 以内の島々においては、

一部の島を除き中波ラジオ放送のみが受信可能となっている。

※①～⑦は表 2-1-3 に示す送信所名称。黄色の円はカバレッジを示す。赤色は番組伝送ルートを示す。

出所：FBC 

図 2-1-9 FM放送の概略カバレッジ 

 

 

黄色サークル：各送信所の概略カバレッジ 

中継所

送信所
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スバ① 
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2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

(1) 電力事情 

フィジー共和国の電力は、100%政府持ち株会社である FEA によって、同国全体の電力が

供給・管理されている。同国は、水力発電による電力供給が全体の 55%を占めている（2011

年、FEA）が、近年では電力需要の増加により電力不足が深刻な問題となっている。特に 9

月から 12 月の渇水時には水量が減少して電力供給不足に陥るため、近年では火力発電の需要

が伸びている。その結果、フィジー共和国では火力発電所のディーゼル燃料及び重油のコス

トが大きな負担となっており、再生可能エネルギーの導入及び独立発電事業者（Independent 

Power Producer：以下 IPP と称す）の活用が進んでいる。 

ナンディ郊外には総合監視制御システム（Supervisory Control and Data Acquisition：以下

SCADA と称す）が設置されており、配電線網の監視と、2 つの水力発電所を含む発電電力の

管理を 24 時間体制で行っている。石油価格の高騰及び環境への配慮のため、火力発電から水

力等の自然エネルギーへの転換を進めているが、発電される電力量には限りがあり、ピーク

電力（最大消費電力）を抑制することで有効な電力施設の運用が可能となる。電力消費抑制

には広く消費者に節電を呼びかけることが必要であり、FEA では、公報にテレビ、ラジオ放

送を有効に利用している。 

(2) 通信事情 

フィジー共和国の固定電話の加入者数は 2009 年までは増加傾向にあったが、2010 年から

加入者数が減少しており、2013 年の時点では 7 万 4,989 件、人口 100 人当たりの所有者数は

8.51 人（2014 年、ITU）となっている。一方、携帯電話の加入者数は 2005 年頃から急増して

おり、2000 年当時の普及台数約 5 万 5,000 台に対し、2013 年には約 89 万台であり、携帯電

話を複数台所有するフィジー共和国国民が多数存在することが想定できる。インターネット

の利用者も毎年増加し、2013 年には全国民の約 37%（ITU）がインターネットを利用してい

る。 

(3) 民間ラジオ放送局 

ビティ・レブ島では FBC の他に数件の商業民間放送局とキリスト教団体が FM 放送サービ

スを運営しているが、これら民間放送は出力の小さい近距離放送であり、広域放送としての

役割はない。表 2-2-1 にフィジー共和国における民間ラジオ放送状況を示す。 
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表 2-2-1 フィジー共和国における民間ラジオ放送状況 

ラジオ放送局 ラジオネットワーク サービスエリア 

Communication Fiji Limited 1) FM96 
2) Legend FM 
3) Navtarang 
4) Sargam 
5) Viti FM 

Suva、 Nadi 及び Lautoka 市内 

Media Entertainment Fiji  
90.4/90.6FM 

- Nadi 市内 

Mix FM (Mai TV)  93.6FM - Suva、Nadi 及び Lautoka 市内 
Galoa Radio Station - Nadi 市内 
Nai Talai Your Christian  English 
Station 
Naya Jiwan FM94.6 
Radio Light FM104 & 104.2 

- 地域教会放送 

出所：調査団 

(4) アンケート調査 

FBC ではこれまで経営方針を立案する際のデータとして、テレビ視聴者及びラジオ聴取者

に関する独自の調査を実施しており、調査団が入手した 2009 年の FBC 内部レポートによれ

ば ナウソリにある FBC 放送施設機材を更新することにより、中波放送はロツマ島を除くフ

ィジー共和国全てをカバーすることになり、同国国民の約 99％がラジオ放送を受信可能にな

るとしている。 

本調査では上述の FBC の独自調査に加えて、最新のフィジー共和国における中波放送のカ

バレッジ状況と同国の住民生活に占めるラジオ放送の日常的な役割とニーズ、そして防災に

関するラジオ活用状況を把握するため、同国主要島（ビティ・レブ、バヌア・レブ）及び離

島群 6 箇所（Yasawa Group、Lau Group、Lomai Viti Group、Kadavu、Kabara、Ono-i-lau）の住

民 96 名に対して FBC 職員による直接聞き取り及び電話によるアンケート調査を実施した（ア

ンケート結果集計：表 2-2-2）。離島群についてはスバを中心に東西南北に遠く位置する離島

を対象とした。（最も遠方の離島はスバより 400 ㎞離れた Ono-i-lau 島）。 

FBC は現在スバから FM 波による地域放送及び中波（2kW の出力）による広域放送を実施

しているが、アンケート結果をみると FM 放送が受信可能な地域では、住民の多くは音質が

良い FM 放送を好んで聴取する傾向が見られる。またビティ・レブより遠く離れた離島群の

住民（Lau Group、Kabara、Ono-i-lau）はアンケート結果が示すとおり、中波ラジオ放送で生

活情報を入手している。図 2-2-1 及び表 2-2-2 に示したとおり最もよく聴く番組にニュース、

天気を挙げている住民が圧倒的に多く、フィジー共和国内の身近な情報の入手についてラジ

オ放送を利用している事が判る。 

また離島では教育番組の聴取が高く、同国で長年にわたり放送されている教育番組が、国

民に定着している様子が判る。我が国のラジオ聴取率は 1 日 1 時間以内であるが、フィジー

共和国におけるラジオの利用時間は、図 2-2-2 及び表 2-2-2 に示すとおり、3 時間以上が多数
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を占めており、住民がラジオを日常的に利用し、ニュース、天気、音楽、教育等生活に必須

な情報をラジオから入手していることが確認された。今回アンケート調査を実施した主要島

と離島の全ての住人が緊急災害情報の入手にラジオを活用しており、災害時におけるラジオ

放送の重要度が極めて高いことが示されている。現在普及が徐々に進んできているインター

ネットや携帯電話からの災害情報は都市部では利用されているものの、離島では使用されて

いない。このような状況から、今後もラジオ放送が防災・減災、娯楽、教育等に果たす役割

は非常に高いと考えられる。 

 

 
図 2-2-1 よく聞くラジオ番組 

 
図 2-2-2 ラジオ聴取時間 
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表 2-2-2 アンケート調査結果 

（単位：人数） 
 

 質問項目 回答 Viti 
Levu 

Vanua
Levu 

Yasawa 
Group 

Lau 
Group 

Lomai
Viti Kadavu Kabara Ono-

i- lau 合計 

1 性別 男 32 9 6 9 3 8 1 1 69 
女 15 5 0 5 2 0 0 0 27 

2 ラジオを持っていますか？ はい 47 14 6 14 5 8 1 1 96 
いいえ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

はい、であれば、持ってい
るラジオはどの放送が聴け
るタイプですか？ 

全ての放送 42 14 6 11 3 7 0 0 83 
AM のみ 1 0 0 3 2 1 1 1 9 
FM のみ 4 0 0 0 0 0 0 0 4 

3 貴方、もしくは家族はラジ

オを聴いていますか？ 
はい 47 14 6 14 5 8 1 1 96 
いいえ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

はい、であれば、1日に何時

間ラジオを聴いています
か？ 

1時間未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
1時間から3 
時間 

13 1 0 2 0 1 0 0 17 

3時間以上 34 13 6 12 5 7 1 1 79 
4 どの放送をよく聴きます

か?（複数回答可） 
AM 19 7 3 14 5 7 1 1 57 
FM 40 7 3 0 0 1 0 0 51 
SW 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

5 AM放送を聴くことができ
ますか？ 

はい 43 14 6 14 5 8 1 1 92 
いいえ 4 0 0 0 0 0 0 0 4 

いいえ、であれば、以前は
AM 放送が聴けました
か？ 

はい          
いいえ          

6 AM放送が中断された時に
不便を感じましたか？ 

はい 33 14 6 14 5 8 1 1 82 
いいえ 4 0 0 0 0 0 0 0 4 

7 どのようなラジオ番組をよ
く聴きますか？（複数回答
可） 

ニュース 42 14 6 11 5 8 1 1 88 
天気 39 13 6 10 5 8 1 1 83 
音楽 44 13 4 11 5 7 1 1 86 
教育 25 5 4 6 4 3 1 1 49 
その他 8 1 2 3 1 1 0 0 16 

8 フィジー国の番組、外国番

組どちらをよく聴きます
か？ 

フィジー番組 47 14 6 13 5 8 1 1 95 
外国番組 0 0 0 0 1 0 0 0 1 

9 テレビを持っていますか？ はい 45 12 4 12 2 5 1 1 82 
いいえ 2 2 2 2 3 3 0 0 14 

10 緊急時にはラジオ、テレビ

のどちらを利用しますか？ 
ラジオ 43 14 6 14 4 8 1 1 91 
テレビ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
どちらも利用

しない 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 

11 緊急時の情報はどのソース

から入手しますか？（複数
回答可） 

ラジオ 47 14 6 14 5 8 1 1 96 
テレビ 1 0 0 0 0 1 0 0 2 
インターネッ

ト 
0 0 0 0 0 2 0 0 2 

新聞 1 1 0 0 0 2 0 0 4 
近隣の住民 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
警察 0 1 0 0 0 0 0 0 1 
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

12 緊急時にラジオを聴きます
か？ 

はい 47 14 6 14 5 8 0 1 95 
いいえ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

13 緊急時には警報サイレンの
音がはっきりと聞こえます

か？ 

はい 47 14 6 14 4 8 1 1 95 
いいえ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

出所：調査団 
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2-2-2 自然条件 

(1) 地勢 

フィジー共和国は南太平洋に位置する島嶼国であり、南緯 12 度から 21 度、東経 177 度か

ら西経 175 度を占めた広大な面積を有しているが、その大部分は海である。陸地部分の総面

積は 1 万 8,270 km2（2011 年、太平洋諸島センター）で、我が国の四国とほぼ同じ大きさであ

る。首都スバがある主島はビティ・レブ島で面積は 1 万 390 km2、次に大きな島はバヌア・レ

ブ島で、その面積は 5,538 km2である。ビティ・レブ島には 1,300 mを超える山があり気候に

影響を与えている。 

(2) 気候 

フィジー共和国は、海洋性熱帯気候で、本計画対象地のビティ・レブ島では常に南東から

貿易風が吹いているが、10 月から 3 月のサイクロンシーズン以外はさほど強い風ではない。

気温はほぼ一定で、貿易風の影響により海岸部では日々の気温の変化は小さく、季節による

温度変化も小さく、島の北西部は南東部に比べて平均気温が約 2 ℃ほど高く、湿度は逆に低

い。気温が最も低い時期（7 月と 8 月）と気温が最も高い時期（1 月と 2 月）の平均気温の差

は 2 ℃から 4 ℃程度しかない。フィジー気象局の統計資料によると、フィジー共和国内の最

低気温の極値は 8℃で、最高気温の極値は 39.4 ℃である。フィジー共和国には、雨期（10 月

～4 月）と乾期があり、雨期に降る雨は局地的に強く降ることがある。貿易風及び地形の影

響により、場所により降水量が大きく異なり、ビティ・レブ島では雨期によく雨が降るが、

乾期には同島の北西側で雨不足になることがある。雨の少ない地域では年間降水量は 2,000 

mm 程度であるが、海岸部で 3,000 mm、山間部ではさらに多く 6,000 mm になるところもある。

フィジー共和国はサイクロンの通り道にあるため、11 月から 3 月にかけては頻繁にサイクロン

が同国に襲来する。平均では 1 年に 1、2 回程度の被害が出ており、そのうち 2 年に 1 回は深

刻な被害が発生している。図 2-2-3 に日最高気温の月平均と日最低気温の月平均、図 2-2-4 に月

別平均雨量のグラフを示す。 

 
 

図 2-2-3 日最高気温の月平均と日最低気温の月平均 
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出所：FMS 資料（1942-2011 の平均） 
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出所：FMS 資料（1942-2011 の平均） 

図 2-2-4 月別平均雨量 

(3) 自然条件調査 

1) 地質調査 

現地調査にて送信機建屋予定地簡易ボーリング及び簡易貫入試験、アンテナ予定地ボーリ

ング及び標準貫入試験を実施した。新設送信機建屋基礎底面（現況地盤面から深さ約 1.0 m

想定）で得られた地耐力は約 10.0 t/m2 であり、本調査で得られた支持地盤の地耐力を基に布

基礎で設計が可能である。 

また、新設アンテナ予定地については地表が軟弱なため、基礎には杭を用いる必要がある。

本調査では杭設計に必要な N 値を表 2-2-3 のとおり確認した。 

表 2-2-3 アンテナ予定地標準貫入試験実施結果 

調査地点 深さ（m） N 値 

アンテナ支柱基礎 10.5 - 15.95 39 - 57 

アンテナ支線基礎（東） 4.9 - 11.45 30 - 50 

アンテナ支線基礎（西） 5.0 - 11.45 34 - 46 

アンテナ支線基礎（北） 10.4 - 15.95 43 - 53 

2) 敷地測量 

敷地測量の結果、新設アンテナ予定地と新設送信機建屋予定地との地盤の高低差は約 15 m

であった。このため、新設アンテナ建設予定地における杭工事、コンクリート工事及びアン

テナ据付工事のため、傾斜地にトラック等の工事車両が安全に通行するための仮設道路を設

置する必要があることが確認された。 
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3) 道路 

本計画対象地の敷地に接する公道は幅員約 6 m であり、新設送信機建屋予定地との高低差

は少なく、工事に伴う進入路として問題は無い。 

2-2-3 環境社会配慮 

本計画は既設機材の更新であり、FBC ナウル送信所敷地内において撤去作業及び新設備の設

置が可能である。測量の結果、敷地内に生えている樹木（主にヤシの木）等の伐採は必要無い

こと、並びに近隣住民（2 軒）との距離も現在と同様の距離が確保できることから、フィジー

共和国側は本計画の実施について問題無いとしているが、各関係機関にて以下の手続きを 2015

年 4 月末までに完了させる必要がある。 

(1) 環境社会配慮アセスメント 

フィジー共和国側は、既に環境局（Department of Environment）により建設環境管理計画に

おける Environmental Impact Assessment（EIA）の予備調査（Department of Environment Ref 

5/1/1/A (VI) 21/02/2014）を受けている。環境局は既設の撤去作業及び新設備の設置に関し、

FBC 敷地内での実施であり、住民移転及び環境への影響は無いとしている。本計画の実施に

伴い、据付機材、建屋等の詳細決定後、FBC から環境局に資料が提出され、2015 年 3 月中旬

に環境局による現地調査が実施される予定である。当該調査の結果、計画の実施に際して環

境影響上問題が無いことを示す書面を FBC は環境局より入手する。 

(2) 航空局アセスメント 

フィジー共和国航空法に関して検討の結果、航空局（Civil Aviation Authority of Fiji：以下

CAAF と称す）のコメントとして、当該アンテナが航空機の離発着方向に位置していないこ

と等から、法規や規定に抵触することなく基本的に本計画の実施に問題が無いことを確認し

た。実施に際して FBC は CAAF の航空影響アセスメントを申請する必要がある。併せて FBC

は航空局より本案件実施に際して問題が無いことを示す書面を速やかに入手する。 

(3) 建築許可申請 

送信機建屋及びアンテナ新設に当たって、ナウソリタウンカウンシルに建築申請を行う必

要がある。同申請については、約 2 か月間を要することから、速やかに申請する。併せて実

施に際して問題が無いことを示す書面をFBCは速やかにナウソリタウンカウンシルより入手

する。 

2-3 その他 

FBC では、中波放送にて毎週月曜日から金曜日の朝 9 時から 12 時までの 3 時間、45 歳から

65 歳の女性を対象に、乳がん等の女性特有の病気、家事、家庭内暴力、国際女性デーなどに関

する情報を「ミッド・モーニング・ショー」と題した番組にて配信している。 

現在限定的な地域にのみ配信されている中波放送は、本事業の実施によりフィジー全域（た
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だし、ロツマ島を除く）にその配信範囲が拡大される。離島部に対する当該番組の配信は、ジ

ェンダー平等と女性のエンパワーメントに資するものと考えられる。 
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第3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

(1) 上位目標とプロジェクトの目標 

前述のとおりフィジー共和国の国家開発計画では、情報と通信の拡充を重要な施策として

取り上げている。この中で同国政府はメディア部門との連携を強化し、主要メディアを通じ

て政府広報をフィジー共和国全域へ伝達することを目標としている。また同国国土はサイク

ロン、洪水を含む自然災害に対して脆弱であることから災害リスクの減少と災害管理に重点

を置いている。その中で災害対応機関の役割として、ラジオを活用することによる災害リス

ク管理をさらに高めることが目標とされている。同国政府はこれら目標に関連し、離島住民

に対する情報格差是正や緊急災害時の安定した国民への情報伝達手段として、国土全体をカ

バーできる広域な中波ラジオ放送の再開を希望している。 

これらの背景をふまえ、本計画の上位目標は、「公共放送により防災、保健、教育、農業及

び文化等に係る情報提供がなされ、国民生活の便益の向上が図られる」こととする。 

また、本計画の目標は、「中波ラジオ放送システム構成機材の整備により、フィジー共和国

（ロツマ島を除く）において安定した中波ラジオ放送サービスが提供される」こととする。 

(2) プロジェクトの概要 

相手国と技術的な協議を行った結果、内容については相手国からの要請のとおりであるが、

機器構成の観点から表 3-1-1 協力の内容に示す項目に再整理した構成で計画を進めること

とした。 

なお、再整理した内容と、概略設計調査団 M/D に記載された要請内容（「Annex 3  Items 

Requested by the Fijian Side」）との対比を表 3-1-1 に示す。 

表 3-1-1 協力の内容 

項目 数量 
概略設計調査団M/Dに 

示された要請内容 
1. 中波アンテナシステム（60 m, 傘型、2波共用）、

（航空障害灯、ラジアルアース、2波共用整合装
置、整合舎及び整合舎付属品、同軸給電線及び
デハイドレータ含む） 

1式 ・ Transmitting Antenna (Two 
wave common use) 

・ Diplexer /Combiner 
・ ATU (Two wave common use) 
・ Feeder Cable 

2. 送信機-1 (558 kHz)  1式 ・ Transmitter-1 (558 kHz) 
・ Program Input Equipment 

(PIE) Rack System 
3. 送信機-2 (990 kHz) 1式 ・ Transmitter-2 (990 kHz) 

・ Program Input Equipment 
(PIE) Rack System 

4. 出力切換スイッチ及びダミーロード 1式 ・ Coaxial Patch Panel (U Link) 
・ Dummy Load 
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項目 数量 
概略設計調査団M/Dに 

示された要請内容 
5. 電源装置及び空調機 

（65kVA エンジン発電機及び制御盤、65kVA自
動電圧調整器及び分電盤、65kVA絶縁変圧器、
空調機） 

1式 ・ Power Supply 
・ Isolation and Lightning 

Protection Transformer 
・ Automatic Voltage Regulator 

(AVR) 
・ Primary Distribution Board 

(PDB) 
・ Engine Generator 
・ Air Condition 

6. ISDNコーデック 4組 
（8個） 

・ ISDN Codec  

7. 保守用測定器・工具 1式 ・ Spare Parts (Maintenance 
Equipment and Tool) 8. 交換部品 1式 

9. 消耗品 1式 ・ Consumable Parts  
10. 送信機建屋 1式 ・ Transmitter House 
※送信機建屋の建設については送信機の据付工事に含むものとする。 

出所：調査団 

3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針 

(1) 基本方針 

フィジー共和国の離島部の住民は中波ラジオ放送が貴重な情報源となっているが、前述の

とおり、現在は送信機の故障により十分な出力を得られないことから、不安定かつごく限定

された範囲での放送となっている。本計画は、ITUに登録済みの周波数 558 kHz及び 990 kHz、

送信出力 10 kW にて、ロツマ島を除くフィジー共和国全土に中波ラジオ放送を提供するため、

ラジオ送信機建屋の建替及び中波ラジオ放送機材の調達及び据え付けを実施する。本計画に

より、中波ラジオ放送システムが更新されフィジー共和国全土（ロツマ島を除く）に対し安

定した中波ラジオ放送の提供が可能となる上、中波ラジオ放送システムを二波構成とするこ

と及び FBC 本局とナウル送信所間の伝送方法の整備により、放送の信頼性も向上させる。本

計画を実施した場合のカバレッジ（サービスエリア）は図 3-2-1 及び図 3-2-2 のとおりである。 
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図 3-2-1 送信機-1（周波数 558kHz）の場合のカバレッジ 

図 3-2-2 送信機-2（周波数 990 kHz）の場合のカバレッジ 

(2) ラジオ放送番組計画に対する方針 

前述のとおり、国家開発計画に示された情報サービスを住民に提供するため FBC は政府と

の契約により各省庁が制作している生活情報番組を全国の住民に対して放送する役割を担っ

ている。本計画では 2 種類の周波数を使用して 2 つの言語による番組を放送することが可能

となるが、558kHz 及び 990kHz のカバレッジと、それぞれの聴取者の人口を表 3-2-1 に示す。

1) 周波数 :558kHz

2) 送信出力 :10kW

3) アンテナ高 :60m

4) アンテナ効率 :50%(-3dB)

5) 大地伝導率 :30mS/m

   （平均） 

48dBμV/m (450km) 

 

60dBμV/m (250km) 

 

1) 周波数 :990kHz

2) 送信出力 :10kW

3) アンテナ高 :60m

4) アンテナ効率 :50%(-3dB)

5) 大地伝導率 :30mS/m

   （平均） 

48dBμV/m (270km) 

 

60dBμV/m (160km) 
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表 3-2-1 本計画の中波ラジオ放送における局の内容 

周波数 局名 主要言語 カバレッジ 
（日本の受信感度の基準である 48 dBμとして） 聴取可能人口 

558 kHz RF1 フィジー語 450 km 以上 88.1 万人 
（ロツマ島を除く全国民） 

990 kHz Gold 英語 270 km 以上 約 87 万人 
出所：調査団作成 

RF1 局はフィジー語による防災情報の他、健康・教育・農業等各種の生活情報の配信を行

っており、広域な地域に点在する離島の住民には欠かせない情報源となる。一方、Gold 局は

英語により国内外のニュースと天気予報を配信しており、聴取者の関心も高い。サイクロン

の接近時には 15 分毎に行われるスポット放送（ジングル）時にサイクロン情報を流す等、防

災への貢献は大きいものと考える。また、本計画では 1 つのアンテナに 2 つの周波数を合成

して放送することにより 2 つの番組を同時に配信することを可能としている。このため、一

方の送信局が機材の点検や修理のため一時的に中断している間においても、残る局にて放送

を継続することが可能であり、信頼性の高い放送を行うことが可能である。 

(3) 自然条件に対する方針 

1) 温度・湿度条件に対して 

FMS から入手した気象データによると、本計画サイト地域の最高気温は 34.6 ℃、最低気

温は 12.3 ℃であった。本計画で調達される中波ラジオ放送設備の主要機器は、基本的に屋内

の空調管理下で使用されるため、当地の外気温度・湿度に対して特別な対策を施す必要は無

い。ただし、室内の温度設計においては、設計外気温度を 35 ℃とし、また設備全般の最高

許容温度を 40 ℃として設備の性能・機能が確保出来るように配慮する。 

2) 塩害に対して 

本計画の送信機建屋及び中波アンテナ建設予定地は海岸線から約 5 km 離れた所に位置し

ているが、海風の吹く場所であるため、外壁、開口部及びアンテナ支柱、空調機の室外機等

屋外に設置される設備については、耐塩害仕様を考慮する。 

3) 地震条件に対して 

フィジー共和国では大規模地震発生の記録は無いが、本計画で建替・整備される送信機建

屋及びアンテナ基礎並びに設備の設計にあたっては、同国建築基準法（National Building Code 

Fiji）に準拠し、かつ我が国の構造基準も考慮する。 

(4) 社会条件に対する方針 

フィジー共和国ではメラネシア系フィジー人 56.8%、インド系 37.5%、その他が 5.7%であ

り、フィジー語、ヒンディ語、英語が公用語である。南太平洋の広範な地域に島々が分散し

ているが、ラウ諸島等ビティ・レブ島より遠く離れた島々の住民の多数はメラネシア系フィ

ジー人である。多民族が広域な地域に分散して居住しているフィジー共和国の状況を鑑みて

３つの言語で効果的に番組を届けるよう配慮する。 
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(5) 施工事情に対する方針 

フィジー共和国における建設工事の状況は、公共及び商業施設が中規模（10 階）程度、そ

の他は 2 階建ての木造またはブロック造が一般的である。現地の建設工事会社はこれらの中

規模の鉄筋コンクリート造建築を建設する能力があり、本計画の送信機建屋及びアンテナ基

礎工事を請け負うことは可能である。現地において建設資材、労務者、建設重機の調達の支

障は無く、コンクリートには現地産の砕骨材、川砂を使用しており、品質も問題無い。建設

資材の品質基準は、オーストラリア、ニュージーランド基準に準拠している。工事中の安全

管理としては、本計画対象地がスバ市郊外の居住地の外れに位置しているため、近隣への工

事による影響は少ないと考えられるが、工事中の周辺住民に対する保護並びに工事従事者の

安全確保のための仮囲い等の安全対策には十分考慮する。 

(6) 第三国を含む調達事情に対する方針 

フィジー共和国側は本計画において、高い品質と信頼性を持ち、かつフィジー共和国側が

代理店を経由して保守部品の購入が可能な日本製機材の導入を強く望んでいる。同国の放送

機材は、これまで自己資金により整備されてきたが、主要な放送機材には日本製も多く、同

国技術者が日本製機材の運用・維持管理に慣れている。従って、本計画で調達する放送機材

は基本的に日本製品とし、日本メーカーが取り扱っていない一部の機材については放送局用

として実績がある第三国製品とする。主な第三国製品は表 3-2-2 のとおり。 

表 3-2-2 主な第三国製品 

機材 調達国 

・音声プロセス増幅器 
・ダミーロード 
・ISDN コーデック 
・インピーダンスブリッジ 

DAC 加盟国 

 

ラジオ放送機材は、送信機やアンテナといった単体で機能するものでなく、電源、送信機、

アンテナ等を総合的に調整して、初めて機能を発揮するものである。このため、本計画で調

査団が計画した基本構成に基づき、実施段階で選定された個別機材を日本側機材調達業者に

より、一つのシステムとして要求された機能を発揮するようにまとめ、機材船積み前及び現

地据付工事時にシステムとしての性能を評価・確認することにより、システム全体の性能と

品質を確保する。 

(7) 機材のグレード設定に係わる方針 

放送機材は大別して「民生用」、「業務用」、「放送局用」がある。「放送局用」機材は連続運

転が可能であり、故障の発生を低減させ、機材の回路の高い信頼性や冗長性を考慮して設計

されている。本計画では、放送局運用上の基幹部分となる中波アンテナシステム、送信機等

については「放送局用」の機材から選定する。 
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(8) 調達方法、工期に係わる方針 

日本または第三国からフィジー共和国までの調達機材の輸送は、海上輸送が主となる。ス

バ港から本計画対象地である FBC ナウル送信所までは車で 30 分程度であり、内陸輸送上の

特段の問題は無い。日本から本計画対象地までの所要輸送期間は、50 日程度である。また、

日本側が送信機建屋建設工事、アンテナ基礎工事に着手する前に、フィジー共和国側は、ア

ンテナ設置場所や送信建屋用地を確保し、各種の申請を完了させ、用地の確保、一時保管場

所及び不要物廃棄場所の提供を行う必要がある。さらにフィジー共和国側は、日本側による

アンテナ基礎工事及びアンテナ建方工事後、アンテナ調整や試験放送の開始前までに既設ア

ンテナの撤去を完了させる必要がある。これらのフィジー共和国側負担工事を遅延無く実施

するため、コンサルタントの施工監理要員が現地にてカウンターパートへ適切な助言・指導

を行う。 

(9) 通信事情に対する方針 

FBC 本局からナウル送信所の既設送信機建屋へ送る番組伝送回線として、従来はマイクロ

回線でナコバレブ山頂にある FBC テレビ／FM 送信所へ送り、FBC テレビ／FM 送信所から

の FM 放送波をナウル送信所で受信して中波送信機の信号源として使用していた。番組伝送

経路の一部がマイクロ回線であるが、マイクロ回線で使用されるパラボラアンテナ等の機材

は強風等による揺れの影響が放送の停止につながる場合もあり、サイクロン等の災害時には

脆弱な伝送回線と言える。本計画では地下埋設の通信ケーブルによる ISDN 回線を番組伝送

の手段として使用する。ISDN 回線はテレコムフィジーにより保守管理されており、回線の空

き状況により IP 回線が割り当てられる場合もあるが、地下に埋設されたこれらの通信ケーブ

ルは周囲の気象条件に左右されないため信頼性の高い番組伝送手段と言える。 

(10) アンテナに対する方針 

1) ITU 登録内容 

本計画で対象となるナウル送信所は、周波数 558 kHz、990 kHz で送信出力 10 kW、アンテ

ナ高さ 60 m の条件で ITU への登録手続きが成されていることが確認された。更新するアン

テナの高さに関しては、ITU の登録内容から、既存と同じ 60 m とする。 

2) アンテナの高さ 

CAAF は本計画のアンテナ新設においても、既設アンテナと同じ高さ（60 m）と位置であ

れば、アンテナ高さについての制限を適用しないとしている。本計画実施前までに、調査団

はアセスメントの申請に必要なアンテナの図面等の情報を FBC に提出し、FBC がアセスメン

トを申請する。CAAF は申請された内容が既設アンテナと同条件であることを確認後、新設

アンテナの設置を承認する意向である。 

3) アンテナ形状に対する方針 

本計画の中波ラジオ放送は、周波数 558 kHz、990 kHz で送信出力 10 kW、アンテナ高さ 60 

m の条件下にて、ロツマ島を除くフィジー共和国全土をカバーできることを ITU の基準電界



 

3-7 

強度チャートに基づき確認しており、ナウル送信所から 400 km 離れたラウ諸島でも受信可能

と想定される。ナウソリ空港から約 4 km と近いことや、ITU に登録されたアンテナ高さが

60 m となっていることから、想定される 3 つの方式によるアンテナ形状（T 形アンテナ、傘

形集中絶縁アンテナ、容量冠付支線形アンテナ）のうち、大洋州での実績、電気的効率及び

保守・管理等を考慮し、傘形集中絶縁アンテナを採用する方針とする。また、アンテナ支柱

の地下には、放送電波の伝搬効率を保つため直径 120 m のラジアルアースを放射状に埋設す

ることとし、アンテナ支柱には、航空機の安全な運行を確保するために、航空障害灯を設置

する。 

4) アンテナ敷地 

工事中にも既設アンテナから放送が可能となるよう、アンテナ敷地は既設から 300 m 離れ

た場所を選定した。アンテナ敷地は湿地帯であるため、大地の導電率が良く、アンテナの効

率が望める反面、アンテナ基礎工事の際には、湿地帯に対して杭工事等の方策を取る必要が

ある。更に、新設するアンテナ設置場所は既設送信建屋区域から 15 m 程度下りた低地のため

に工事車両が通行可能な仮設道路を設置する必要がある。新設するアンテナの位置は既設ア

ンテナから約 300 m 離れた場所であるが、アンテナ建方工事時には作業員や作業車両が電磁

誘導により電気ショックを受けないよう、十分な接地（アース）対策を行う。これらの対策

を行うことにより既設アンテナからの中波ラジオ放送中もアンテナ基礎工事やアンテナ建方

工事の実施が可能となる。 

5) 総合調整及び試験放送 

アンテナ入れ替えに係る総合調整時及び試験放送にあたっては、同一周波数の既存アンテ

ナが新規アンテナと影響し合い、測定値に誤差が生じることを避けるため、既存アンテナを

取り壊す必要がある。これにより、既設アンテナ撤去後から新設アンテナによる放送を開始

するまでの約 2 ヶ月間は中波ラジオ放送を中断することとなるが、サイクロン発生期間（例

年 10 月から 3 月末）の放送中断を避けるため、既存アンテナの取り壊しはサイクロン発生期

間を避けて実施する。公営企業省及び FBC は、事前の聴取者への放送中断時期に関する情報

共有をはじめ、本事業実施により生じる正の影響等、広く国民に対し説明を行う必要がある。 

(11) 送信機建屋に対する方針 

1) 送信機建屋の構造に対する方針 

ナウル送信所の既設送信機建屋は老朽化しており本計画による新しい送信機の運用には適

さない。しかしながら、同建屋はテレビ放送など中波ラジオ放送以外の用途にも使用してい

ることから、同建屋をそのまま残し、新設するアンテナと送信機間を接続する同軸給電線を

適切な長さに収める必要から、隣接する場所に新しい送信機建屋を建設する計画とする。新

設送信機建屋は、1 階建で、送信機室、発電機室、メンテナンス室の 3 室で構成し、その構

造は毎年のようにサイクロンが襲来することを考慮し、鉄筋コンクリート造、一部コンクリ

ートブロック積み構造とした。また、構造計算に採用する地震計数、風力は、フィジー共和

国の建築基準である National Building Code Fiji に準拠、地震係数はゾーン 6、 ファクター0.6
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（図 3-2-3 参照）とし、風圧力は風速 57 m/s、構造計算方法は我が国の構造基準に準拠した方

法で行う。 

 
 

図 3-2-3 建築基準に関する区分図 

(12) 電源設備に対する方針 

本計画による送信機建屋内には、2 式の 10 kW 送信機が設置され、送信機の効率が改善さ

れているために、新送信機建屋内に設置する非常用発電機容量は現在の 145kVA から 65 kVA

へと小型化される。新送信機建屋への商用電源は、既設の降圧変圧器の低圧電源（AC415V）

から供給される。 

調査団は、このうち、通常使用されている既設送信機建屋の商用電源系統の電圧を測定し

た。 

測定場所： 既設送信機建屋内の送信機室 

測定期間： 2014 年 10 月 2 日（10:15）～2 日（12:05） 

結  果： 図 3-2-4 参照 

考  察： フィジー共和国の公称電圧は 240 V（単相）であるが、測定された電圧値

は、236.8 V から 243.4 V まで変動した。停電は特に見られなかったものの、

短時間に電圧が変動していることが判る。このような電圧変動は、放送機

器の電子回路に悪影響を及ぼし、異常発熱、動作不具合、故障等を招く恐

れがある。このため、新送信機建屋に設置する機材の電源側には、機材の

消費電力に見合った容量の AVR（自動電圧調整機）を採用することを計画

する。 

出所：フィジー共和国建築基準（National Building Code Fiji） 

本計画対象地 
（ナウル送信所） 
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最 大 値： 243.4 V（2014 年 10 月 2 日 11 時 30 分） 
最 小 値： 236.8 V（2014 年 10 月 2 日 11 時 42 分） 
測定場所： 送信機室 

図 3-2-4 FBC既設送信機建屋内の電圧測定結果 

(13) 対象プロジェクトの概要 

本計画の概要図を図 3-2-5 に示す。 

  

図 3-2-5 本計画概要図 

 

  

出所：調査団 

出所：調査団 
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3-2-2 基本計画（機材計画） 

(1) 設計条件 

1) 気象及びサイト条件(気象データは、FMSから入手した 1942-2011年の平均) 

① サイトの標高（海抜） 

・送信機建屋：  21 m 

・中波アンテナ区域：  6 m 

② サイトの電源：   AC 415 V（3 相）、240 V（単相）、50 Hz 

③ 気温（年平均） 

・低温：  22.4 ℃ 

・高温：  28.7 ℃ 

④ 湿度（年平均）：   80.8% 

⑤ 平均風速（年平均）：  5 m 

 

⑥ 気候 

・雨季：  10 月から 3 月 

・乾季：  4 月から 9 月 

⑦ 平均降雨量（月平均）：  249 mm 

2) 適用規格 

 規格名 適用 

(a) 国際電気標準会議規格（IEC） 電気製品全般 

(b) 国際標準化機構（ISO） 工業製品全般 

(c) 日本工業規格（JIS） 工業製品全般 

(d) 電気学会 電気規格調査会標準規格（JEC） 電気製品全般 

(e) 社団法人 日本電気工業会規格（JEM） 電気製品全般 

(f) 電気技術規定（JEAC） 電気製品全般 

(g) 日本電線工業会規格（JCS） 電気ケーブル 

(h) 社団法人 日本電子機械工業会（EIAJ） 電気製品全般 

(i) 国際電気通信連合（ITU） 電気製品全般 

(j) 米国映画テレビ技術者協会（SMPTE） 放送機器全般 

(k) デジタル音声規格（AES/EBU） 放送機器全般 

(l) 国際民間航空機関（ICAO） アンテナ支柱 

(m) 米国電子工業会（EIA） アンテナ支柱 

(n) 日本建築基準法 建物設計 

（o） フィジー建築基準法 建築設計、アンテナ設計 

(p) フィジー航空関連基準 アンテナ設計 
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(2) 建築（送信機建屋）計画 

1) 計画概要 

本計画における送信機建屋の規模については、機器据付に最小限必要な広さであることを

条件として諸室面積を設定した。計画概要を以下に示す。 

計 画 概 要 

送

信

機

建

屋 

(1) 主な諸室面積： 送信機室： 28.0 m2 

 発電機室： 17.5 m2 

 メンテナンス室： 10.5 m2 

 計： 56.0 m2 

(2) 軒高： GL＋4.6 m 

(3) 構造： 鉄筋コンクリート造平屋建て 

(4) 建築付帯設備： 電気設備：受電・幹線、照明設備、換気設備 

2) 構造計画 

送信機建屋の構造形式は、鉄筋コンクリート造の純ラーメン構造平屋建て、布基礎とする。 

3) 仕上げ計画 

送信機は発熱を制御するために送信機室には空調機を設置し、室温の上昇を抑える必要が

あるため、屋根はコンクリート造、外壁はコンクリートブロックｔ＝200 を採用し、断熱効

果、気密効果を高める仕様とした。フィジー共和国は島嶼国であり、周りを海で囲まれてい

るため、外部建具は耐塩害性を考慮しステンレス製扉、アルミ窓を採用した。諸室の仕様・

仕上げを以下に示す。 

仕様・仕上げ 

送信機建屋 送信機室、発電機室及びメンテナンス室共通 

床： モルタル金コテ、防塵塗装 

巾木： モルタル金コテ、防塵塗装 

壁： モルタル金コテ、塗装 

天井： コンクリート補修、塗装 

(3) 機材計画 

1) 中波アンテナシステム 

ITU への申請内容に基づき、アンテナ支柱の高さを 60 m とする。アンテナ形状については

前述のとおり、コストや実績、電気的効率を考慮し、傘形基部絶縁アンテナ方式を採用する。

アンテナ支柱の地下には、ラジアルアースを埋設するとともにアンテナ支柱には、航空障害

灯を設置する。 
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2) 10 kW中波送信機 

ITU に登録済の 2 つ周波数の 10 kW, 558 kHz 送信機と 990 kHz 送信機を計画する。558 kHz

送信機の出力によりフィジー共和国全土（ロツマ島を除く）をカバーできることを目的とす

る。990 kHz 送信機の方のサービスエリアは少し狭くなるが、ビティ・レブ島、バヌア・レブ

島を始め、周辺の島々へは放送可能となることから、2 言語での放送は有用と判断する。フ

ィジー共和国においては、中波ラジオ放送の防災への使用も計画されているところ、日本国

内で放送設備に使用される信頼性の高い中波送信機を計画する。 

3) 送信機用電源・空調設備 

送信機建屋へ供給される商用電源は、短時間での電圧変動が発生しており、このような不

安定な電源による放送機材への負担を抑制するため、AVR（自動電圧調整器）を設置する。

また、商用電源の停電時においてもラジオ放送が中断することの無いよう、送信機建屋内に

10 時間程度の連続運転が可能となる非常用発電機を設置する。 

また、送信機から発生する熱を冷却するため、送信機建屋にはセパレート式の空調設備を

設けることとする。 

4) 保守用測定器・工具 

本計画で調達する送信機、アンテナシステム等の日常の保守点検に最低限必要な測定器及

び特殊工具を調達する。 

5) 交換部品・消耗品 

本計画では、実施後 1 年分または初回故障時に必要な数量の交換部品を調達する。交換部

品はユニット及び、パワートランジスタ（FET）等から成るものとする。 

3-2-3 概略設計図 

本計画にて対象となる放送機材の機材構成（表 3-2-3）及び概略設計図を示す。 

(1) 機材構成 

表 3-2-3 機材構成 

No. 項目 数量 

1 中波アンテナシステム（60 m、傘型、2 波共用）   
1.1 アンテナシステム 1 組 
1.2 航空障害灯 1 組 
1.3 ラジアルアース 1 組 
1.4 2 波共用整合装置 1 組 
1.5 整合舎 1 組 
1.6 整合舎付属装置 1 組 
1.7 同軸給電線 2 組 
1.8 デハイドレータ 1 組 
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No. 項目 数量 

2 送信機-1（558 kHz）   
2.1 10 kW 中波送信機（558 kHz） 1 組 
2.2 番組入力機器ラック   

(1) 音声プロセス増幅器 2 組 
(2) 制御盤（入力選択スイッチ、メータパネル、モニタ選択スイッチ） 1 組 
(3) モニタアンプ 1 組 
(4) モニタスピーカ 1 組 
(5) 放送受信機及び受信アンテナ 1 組 
(6) 音声ジャック板 1 組 
(7) NFB 盤 1 組 
(8) ラック 1 組 

3 送信機-2（990 kHz）   
3.1 10 kW 中波送信機（990 kHz） 1 組 
3.2 番組入力機器ラック   

(1) 音声プロセス増幅器 2 組 
(2) 制御盤（入力選択スイッチ、メータパネル、モニタ選択スイッチ） 1 組 
(3) モニタアンプ 1 組 
(4) モニタスピーカ 1 組 
(5) 放送受信機及び受信アンテナ 1 組 
(6) 音声ジャック板 1 組 
(7) NFB 盤 1 組 
(8) ラック 1 組 

4 出力切換スイッチ及びダミーロード   
4.1 出力切換スイッチ（5 ポート U リンク） 1 組 
4.2 10 kW ダミーロード 1 組 
5 電源装置及び空調機   
5.1 65 kVA エンジン発電機 1 組 
5.2 制御盤（自動切替スイッチ付） 1 組 
5.3 65 kVA 自動電圧調整器及び分電盤 1 組 
5.4 65 kVA 絶縁変圧器 1 組 
5.5 空調機 2 組 
6 ISDN コーデック   
6.1 ISDN コーデック 4 組（8 個） 
7 保守用測定器・工具   
7.1 ひずみ率測定器/信号発信機 1 組 
7.2 音声減衰器 1 組 
7.3 オシロスコープ 1 組 
7.4 周波数計 1 組 
7.5 テスタ 1 組 
7.6 インピーダンスブリッジ、受信機/信号発信機 1 組 
7.7 電界強度測定器 1 組 
7.8 工具キット 1 組 
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No. 項目 数量 

8 交換部品   
8.1 送信機用 PA モジュール（各種 1 台） 2 組 
8.2 PA モジュール用パワートランジスタ（FET) 2 組 
8.3 送信機用 RF ドライバユニット 2 組 
8.4 送信機用電源モジュール（各種 1 台） 2 組 
8.5 送信機用制御基板 2 組 
8.6 送信機用モニタ基板 2 組 
8.7 自動電圧調整器用制御基板 1 組 
8.8 アンテナシステム用保守キット 1 組 
9 消耗品   
9.1 送信機用ファンユニット 10 組 
9.2 送信機用エアーフィルタ 10 組 
9.3 送信機用ヒューズ 10 組 
9.4 絶縁変圧器用サージアブソーバ 5 組 
9.5 航空障害灯用電球 5 組 
9.6 番組入力機器用ヒューズ 10 組 
9.7 自動電圧調整器用ヒューズ 5 組 

 

(2) 概略設計図 

本計画にて対象となる機材の概略設計図を以下に示す。【図面は添付資料-5 に添付】 

図面番号 名称 

G-01 Site Location /Site Plan 

S-01 Block Diagram of MW Transmitting System 
MA-01 MW Antenna Layout 
MA-02 MW Antenna Elevation 
A-01 New Transmitter House Site Plan 
A-02 New Transmitter House Floor Plan 
A-03 New Transmitter House Elevation /Section 

 

3-2-4 施工計画／調達方針 

3-2-4-1 施工方針／調達方針 

本計画は、我が国の無償資金協力の枠組みのもと実施される。従って、本計画は、日本政府

により事業実施の承認がなされ、両国政府による交換公文（E/N）及び贈与契約（G/A）が取り

交わされた後に実施に移される。以下に本計画を実施に移す場合の基本事項及び特に配慮を要

する点を示す。 

(1) 事業実施主体 

本計画のフィジー共和国側の実施機関は FBC である。主管官庁となる公営企業省は FBC
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等公営企業を管理する組織である。FBC における実施担当部門は技術部であり、同部が本計

画を遂行し、かつ機材の運用維持管理を担当する。従って、本計画を円滑に進めるために、

FBC 技術部は、我が国のコンサルタント及び機材調達業者と密接な連絡及び協議を行い、本

計画を担当する責任者を選任する必要がある。 

(2) コンサルタント 

本計画の機材調達・据付工事を実施するため、我が国のコンサルタントが FBC と設計監理

業務契約を締結し、本計画に係わる実施設計と施工監理業務を実施する。また、コンサルタ

ントは入札図書を作成すると共に、事業実施主体である FBC に対し、入札実施業務を代行す

る。 

(3) 請負業者 

我が国の無償資金協力の枠組みに従って、一般公開入札によりフィジー共和国側から選定

された日本国法人の請負業者（機材調達業者）が、本計画の施設建設、資機材調達、据付工

事及び技術指導（OJT）を実施する。請負業者（機材調達業者）は本計画の完成後も、引き

続きスペアーパーツの供給、故障時対応等のアフターサービスが必要と考えられるため、当

該施設、資機材及び設備引き渡し後の FBC との連絡体制を確立する。 

(4) 技術者派遣の必要性 

本計画で調達する機材は、放送局で使用する精密機器であり、日本国内の工場で製造検査

され、製品として出荷されるものである。このため、据付作業及び据付け後の調整・試験等

の際は、高い技術を必要とすることから、同作業には日本から技術者を派遣し、据付及び完

成時の品質管理、技術指導及び工程管理を行う必要がある。 

3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項 

フィジー共和国では建設工事に携わる作業員（労務者）の確保は可能であるが、工程、品質、

安全管理等の専門技術を持った熟練作業員や技術者は少ない。従って、日本の機材調達業者は

必要に応じて日本から技術者又は熟練作業員をフィジー共和国へ派遣する必要がある。また、

本計画の施設建設工事、機材の内陸輸送及び据付工事に必要な建設機械や、コンクリート工事

に使用される骨材等については、フィジー共和国での調達が可能であると考える。 

また、FBC は工事期間中においてもサイクロンに係る警報等の放送を継続する必要があるた

め、中波放送の中断期間を可能な限り短くすることを希望している。既設アンテナを取り壊さ

ず、新設アンテナを隣接する場所に建設する場合、放送中断期間は短くなるが新設アンテナ建

方工事期間中において、既設アンテナからの電磁波により、新設アンテナに電流が流れ、アン

テナ据付中の作業員が感電する危険性が生じる。このため、新設アンテナ用地を可能な限り既

設アンテナから離れた位置に計画することで電磁波の影響を緩和すると共に、機材、工具等の

金属物に対し、以下に示すような安全対策を行い、作業員の感電防止に努める。 

(1) 新設アンテナ基部を地面と電線で接続し接地することで、金属物に電気が帯電することを

防止する。 
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(2) クレーン、杭打ち機、ウインチ等の重機は必ず接地する。その他、仮設足場等の接地を確

実に行う。 

(3) コンピュータを使用している重機の場合、誤動作や機能停止を防止するために使用を控え

る。 

(4) 作業員は皮膚の露出を極力減らし、金属に触れる場合には必ずゴム手袋、皮手袋を着用す

る。 

(5) 鋼材同士の接続時にはブースターケーブル等で電気的な接触をさせてから組み立てること

で、放電による火花の発生を防止する。 

(6) その他、金属メジャー等の利用を禁止する。鋼材等、誘起電圧を生じる部材運搬時は水平

にして運搬する等配慮する。 

なお、上述の対策を行った場合においても、新設アンテナ据付後の調整は既設アンテナの影

響が無い状態で実施する必要があり、一時的に放送を中断した上で既設アンテナを撤去する必

要がある。 

3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分 

新送信機建屋の建設、放送機材の調達・据付は日本側が負担し、同工事の実施に必要となる

既設機材の撤去、電源・ISDN 回線の確保等は、フィジー共和国側負担とする。我が国とフィジ

ー共和国側の負担事項区分を表 3-2-4 に示す。 

なお、フィジー共和国側負担である電源・ISDN 回線の確保及び試験放送の実施においては本

計画調達機材の取り扱いに関する内容が含まれるため、機材調達業者よりフィジー共和国側へ

の助言を適宜行うのもとする。 
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表 3-2-4 負担事項区分 

負 担 事 項 
負 担 区 分 

備  考 
日本国側 フィジー 

共和国側 
(1) 機材調達 

○  
機材内容は前述の機材構成表

のとおり 
(2) 本計画対象地（プロジェクト・サイト）までの輸送 

○  輸送先： プロジェクト・サイト敷

地内の一時保管場所 
(3) 荷揚げ港での免税措置及び通関手続き  ○ 技術者の査証を含む 
(4) プロジェクト・サイト近隣における一時保管場所の

提供  ○ 機材搬入前までに完了 

(5) 新送信機建屋の建設 ○  工事用仮設道路含む 
(6) 機材の据付工事、調整及び試験 

○  ラジアルアースの設置及び、表

土調整含む 
(7) 初期操作指導・運用指導 ○  指導用機材含む 
(8) 新アンテナ用地内の障害物撤去 

 ○ 
日本側工事用仮設道路建設、

アンテナ基礎工事開始時までに

完了 
(9) 既設アンテナの撤去 

 ○ 
アンテナ調整・試験前までに実

施 
(10) 撤去資材の廃棄場所の確保  ○ 工事着手前までに完了 
(11) 商用電源の確保（既設降圧トランスから新設送信

機建屋までの電力ケーブルの設置、商用電力量

計の設置） 
 ○ アンテナ調整・試験前までに完

了 

(12) FBC本局から新送信機建屋へのISDN回線（4回
線）の確保  ○ 日本側機材据付工事開始時ま

でに完了 
(13) 試験放送の実施及び完成後の維持管理  ○  
(14) 新送信機建屋敷地周囲フェンス及び門扉の設置  ○  
(15) 用地の確保及び各種建設許可  ○  
(16) 中波放送中断と日本側機材供与による放送再

開、新周波数による番組配信及び事業効果に関

する国民への広報 
 ○  

(17) B/A、A/P等銀行口座開設費用  ○  
(注) ：○印が担当区分を表す。 

3-2-4-4 施工監理計画／調達監理計画 

(1) 施工監理／調達監理の基本方針 

コンサルタントは、本計画を担当するプロジェクトチームを編成し、我が国の無償資金協

力ガイドライン及び基本設計の内容を踏まえ、実施設計業務・施工監理業務を円滑に遂行す

る義務を負う。またコンサルタントは、機材据付工事、現地調整・試験等の工事進捗に併せ

て専門技術者を派遣し、機材調達業者を指導・監督し、計画に基づいた工程管理、品質管理

及び安全管理が実施されるよう努める。また、機材の出荷前検査を実施し、機材搬入後のト

ラブル発生を未然に防ぐ義務を負う。 

以下に主要な施工監理／調達監理上の留意点を示す。 
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1) 工程監理 

コンサルタントは、機材調達業者が契約書に明示された業務完了期限を遵守するよう求め、

各週、各月毎に進捗監理を行う。工程遅延が予測されるときは、機材調達業者に対し注意を

促すと共に対策案の提出と実施を求める。計画工程と進捗工程の比較は主として以下の項目

による。 

① 出来高確認（機材工場製作及び出荷出来高） 

② 機材搬入実績確認 

③ 実施工程表に基づく工程の監理 

2) 品質管理 

調達機材が、契約図書に明示されている品質を満足するよう以下の項目について品質管理

を実施する。確認及び照査の結果、品質の確保が危ぶまれるとき、コンサルタントは直ちに

機材調達業者に訂正、変更、修正を求める。 

① 機材仕様書の照査 

② 機材の製作図、施工図及び仕様書の照査 

③ 工場検査への立会い又は工場検査結果の照査 

④ 据付要領書の照査 

⑤ 機材の調整・試験及び検査要領書の照査 

⑥ 機材の現場据付工事の監理と調整・試験及び検査の立会い 

3) 労務管理 

機材調達業者の安全管理責任者と十分に協議し、建設期間中の現場での労働災害及び第三

者に対する傷害並びに事故を未然に防止する。現場での安全監理に関する留意点は以下のと

おりである。 

① 作業に関する安全管理規定の制定と管理者の選任 

② 工事用車両、運搬機械等の運行経路策定と安全走行の徹底 

③ 労働者に対する福利厚生対策と休日取得の励行 

④ 滞在期間中の保安対策 

図 3-2-6 に本計画関係者の相互関係図を示す。 
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＊備考：コンサルタント契約及び業者契約は JICA の認証が必要である。 

図 3-2-6 事業実施関係図 

(2) 施工監督者 

機材調達業者は機材を調達・納入すると共に、据付工事を実施する。同工事実施のために、

機材調達業者は請負契約に定められた工事工程、品質、出来形の確保並びに安全対策につい

て、現地下請業者にもその内容を徹底させる必要があるため、機材調達業者は海外での類似

業務の経験を持つ技術者を現地に派遣し、現地業者の指導・教育を行うものとする。 

3-2-4-5 品質管理計画 

調達機材が入札図書に明示されている技術仕様に適合するかの確認を船積み前工場検査で励

行する。 

なお、現場施工時には、施工要領書に明示される施工管理基準に従って品質管理を行うもの

とする。 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

本計画で調達予定の機材はフィジー共和国で製造されておらず、基本的には我が国からの調

達となり、日本メーカーが取り扱っていない一部の機材については第三国からの調達となる。

表 3-2-5 に調達先一覧を示す。 

  

フィジー共和国政府 

 
 

我が国の請負業者 
・ 機材の調達 
・ 機材の輸送 
・ 機材の据付 
・ 現場試験及び引渡し 
・ OJT の実施 

我が国のコンサルタント 
・ 実施設計図の作成 
・ 入札仕様書の作成 
・ 入札業務の代行 
・ 施工・調達監理業務 

の実施 

 
FBC 

＊コンサルタント契約  ＊機材調達請負契約 

交換公文（E/N） 
日本国政府 

 

贈与契約（G/A） 

国際協力機構（JICA） 

・実施監理 

・各契約書の認証 
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表 3-2-5 資機材調達先一覧 

番

号 
資機材名 

調達先 

日本 
フィジー
共和国 

第三国 

1. 中波アンテナシステム ○ － － 

2. 10kW中波送信機 ○ － ○ 

（音声プロセス増幅器 

及びダミーロード） 

3. 送信機用電源・空調設備 ○ － － 

4. ISDNコーデック － － ○ 

5. 保守用測定器・工具 ○ － ○ 

（インピーダンスブリッジ） 

6. 交換部品 ○ － － 

7. 消耗品 ○ － － 

※項目番号 2及び 5における構成機材の一部は日本調達または第三国調達によるものとする。 

3-2-4-7 初期操作指導・運用指導等計画 

フィジー共和国ではこれまで 50 年あまり送信機やスタジオ機器を運営・維持する管理を行っ

ており、基本的にはこうした設備の取り扱いには問題が無い。現在 FBC の技術部門には 21 名

の技術者が在籍しており、保守部品は近隣国より調達する等して FM 送信機、テレビ送信機及

び中波送信機の保守管理を行っている。本計画で調達する送信機は、フィジー共和国で使用さ

れたことのないデジタル AM 変調方式による中波送信機となる予定である。機能的にはこれま

でのアナログ方式の中波送信機と同様であるものの、点検方法等取り扱いに関しては個別の製

品によって異なるため、据付・調整時に、実際に維持管理を担当する FBC 職員を対象とし、実

際の機材を使用して機材調達業者による技術指導（OJT）を実施する。 

技術指導（OJT）の項目は、表 3-2-6 のとおりとする。 

表 3-2-6 技術指導（OJT） 

技術指導（OJT） 指導内容 

初期操作 

指導 

機器操作方法 起動・停止に関する操作手順の説明、計器及び状態表

示器等の説明 

運用指導 

各種点検 日常及び年間等点検項目に関して機材の操作方法、判

定基準、記録、測定器の接続方法等に関する説明 

故障対応 故障時の状態表示（アラーム）等の説明。故障箇所の

判定、故障の復旧、部品交換時の注意等 

測定機器操作方法 点検等に使用する測定器の取扱い、日常管理及び保管

方法等の説明 

また、NDMO が地方のコミュニティー住民に対し災害を想定した避難訓練を行っており、そ

の中で災害時に中波ラジオから情報収集する等の啓蒙を実施している。調査団のラジオ聴取者

へのアンケート調査の結果、非常時の情報収集源としてラジオを利用するとの回答者が大半を

占めており、NDMO の啓蒙普及活動の効果が確認された。 
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3-2-4-8 実施工程 

我が国の無償資金協力ガイドラインに基づき、以下のとおりの事業実施工程とした。本計画

の所要工期は実施設計及び機材調達・据付完了までを含めて約 23 ヶ月となる。 

FBC はフィジー共和国唯一の全国放送を行うラジオ局として生活情報サービスの提供を政府

より担っており、特に 10 月から 3 月にかけて被害が多いサイクロン等の防災情報を、離島を含

む住民に広く呼びかける必要がある。このためアンテナの新設工事においては、サイクロンシ

ーズンに放送を中断しない工程で据付工事を行うよう FBC より要望された。 

新設のアンテナ及び送信機の据付けには約 11 ヶ月の工事期間が必要であり、同据付工事の中

で新旧のアンテナ入れ替えに係る調整作業・試験放送等の期間（中波ラジオ放送の中断期間）

は約 2～3 ヶ月程度と想定される。サイクロン期間中の放送中断を見合わせる工程とした場合、

同作業を 4 月以降とする必要がある。事業実施工程については表 3-2-7 に示す。 

表 3-2-7 事業実施工程表 

 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 

実
施
設
計 

  

 

                

機
材
調
達
・
据
付 

                  

*サイクロンシーズンにおける既存放送の中断を避けるため据付工事を一時中断する。 

  

（製作図・施工図作成・承認取得） 
（機材製作） 

（輸送:第一船） 

（送信機据付工事） 

（入札図書作成） 

（現地承認） 

（送信機建屋工事） 

（現地確認） 

（入札・評価） 
（入札準備） 

（計 5 ヶ月） 

（計 18 ヶ月） 

（輸送:第三船） 

（アンテナ建方工事） 
（アンテナ基礎工事） 

（調整・試験・OJT） 

 

（輸送:第二船） 

据付工事中断期間(*参照) 
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3-3 相手国側分担事業の概要 

本計画実施に際し、機材の調達・据付、新設送信機建屋の建設は日本側が負担し、同工事の

実施に必要となる既設機材の撤去等はフィジー共和国側負担とする。フィジー共和国側負担事

業の詳細を以下に示す。 

(1) 免税措置 

本計画で調達する資機材におけるフィジー共和国での免税手続きは、以下の手順で進められ

る。 

1) 輸入品に対する免税措置 

- 機材調達業者は、日本国内及び第三国での調達資機材の船積み前に、FBC に対し機

材リストを送付する。 

- FBC は財務省からの輸入品に対する関税及び付加価値税の免除レターを元に、免税

のための必要な手続きを行い、荷揚げを行う。 

2) フィジー国内調達品に対する免税措置 

- 機材調達業者は、フィジー国内での資機材調達の前に、FBC に対し機材リストを送

付する。 

- FBC は、当該資機材に対する国内諸税の費用を立て替える。 

- 機材調達業者による調達終了後、FBC は立て替えた国内諸税の還付手続きを FIRCA
（Fiji Revenue and Custom Authority）に行い、還付を受ける。 

(2) 一時保管場所 

フィジー共和国側は本計画で調達する資機材（アンテナ、送信機及び測定器他）に関し、据

付工事完了までの期間、本計画予定地近隣における盗難防止が可能な一時保管場所を提供する。 

(3) 障害物撤去 

フィジー共和国側は日本側工事用仮設道路建設、アンテナ基礎工事開始時までに新設アンテ

ナ用地内の障害物の撤去を行う。 

(4) 既設アンテナの撤去 

フィジー共和国側はアンテナ調整・試験前までに既設アンテナ（アンテナ、支線及び基礎）

の撤去を行う。 

(5) 廃棄場所の確保 

フィジー共和国側は日本側工事用仮設道路建設、アンテナ基礎工事開始時までに新設アンテ

ナ用地内の障害物の撤去及び既設アンテナ撤去の際に生じる撤去資材の廃棄場所を確保する。 

(6) 商用電源の確保 

フィジー共和国側は新設アンテナ調整・試験前までに既設降圧変圧器から新設送信機建屋配

電盤までの電力ケーブル及び商用電力量計の設置を行い、商用電源を確保する。 
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(7) FBC 本局から送信機建屋までの伝送経路（ISDN）の確保 

フィジー共和国側は日本側機材据付工事開始時までに FBC 本局から新設送信機建屋への

ISDN 回線（4 回線）を接続し番組伝送経路を確保する。 

(8) 試験放送の実施 

フィジー共和国側は日本側機材据付工事完了後、試験放送を実施する。 

(9) フェンス及び門扉の設置 

フィジー共和国側は新設送信機建屋敷地周囲にフェンス及び門扉を設置する。 

(10) 国民への広報 

フィジー共和国側は中波放送中断と日本側機材供与による放送再開、新周波数による番組配

信及び事業効果に関する国民への広報を行う。 
 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

(1) 運営・維持管理体制 

FBC が公共放送局としての役割を果たすためには、FBC の予算及び計画に基づいて機材の

調達・更新を図る必要がある。従って、本計画により調達される機材の維持管理計画では、

定期的更新を考慮した計画とする。表 3-4-1 に保守計画を示す。 

中波送信機用のエアーフィルタや航空障害灯用電球等は恒常的に使用されるものであり、

毎年～5 年毎に定期的な交換が必要である。また、各機器のヒューズやファンユニット等は、

消耗・破損の際に適宜交換が必要である。中波送信機本体や番組入力機器等は、減価償却期

間や技術革新を考慮し、供用開始8年後に全体的に更新する。表3-4-1に機材保守計画を示す。 

表 3-4-1 機材保守計画 

交換時期 対象部品 
毎年～5 年毎 エアーフィルタ、航空障害灯用電球、各種基板 
消耗・破損時 各種ヒューズ、ファンユニット、絶縁変圧器用サージアブソーバ 

8 年後 中波送信機本体、番組入力機器 
 

(2) 日常点検 

近年の技術革新により、電子機器の信頼性、耐久性が向上したことに加え、構成部品数の

減少により機材の不具合は減少傾向にある。こうした傾向を受け、我が国でも機材の保守点

検の間隔は広がる傾向にある。しかしながら、機材を長期にわたり有効活用するには、日常

及び定期点検を欠かさず実施することが肝要であり、FBC のように財政的制約から機材の更

新を頻繁に実施できない機関ではなおさら点検は重要である。従って、日常点検及び定期点

検に必要な最低限の保守基準を策定し、機材の故障を未然に防ぐ体制を整える必要がある。

本計画調達機材の日常点検・定期点検の項目と、点検に必要な測定器を表 3-4-2 に示す。 
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表 3-4-2 機材点検項目及び必要機器 

点検内容 点検項目 必要な測定器 

日常点検・始業前点検 各種メータ及び故障表示等の目視点検 音声モニタ 
接続部分の目視点検 工具セット 

半年点検（特性試験） 
音声機器の特性測定（周波数特性・
S/N）、歪み率、レベルダイヤグラム 

ひずみ率測定器及び信号
発生機、オシロスコープ 

電源他、各種電圧測定 オシロスコープ、テスタ 

１年点検（特性試験） 
送信周波数 
アンテナ特性 
受信電界強度 

周波数計 
インピーダンスブリッジ 
電界強度定器 

 

(3) 交換部品 

本計画実施後の 3 年間で FBC が調達すべき交換部品の内訳を表 3-4-3 に示す。本計画では、

実施後 1 年分または初回故障時に必要な数量の交換部品を調達する。機材メーカーによる保

証期間は 1 年間としており、フィジー共和国側は本計画完了後の 1 年後以降に必要な予備品

（交換部品）及び消耗品の購入費用を予算化し、運用していく必要がある。また、送信機用

PA モジュール、RF ドライバーユニットや電源用モジュール等の交換部品の取り扱いについ

ては、現地工事期間中の OJT にて日本人技術者から FBC 職員または関係部局の技術員へ技術

移転がなされる予定であり、FBC は適切な維持管理を継続的に行うために、毎年交換部品の

購入費用を確保することが求められる。 

主な交換部品項目を表 3-4-3 に示す。 

表 3-4-3 交換部品 

項目 3 年毎 
数量（個） 

PA モジュール 6 
RF ドライバーユニット 6 
電源用モジュール 6 
各種制御基板 6 
パワートランジスタ 6 

 

(4) 消耗品 

中波送信機及びアンテナの保守・整備に必要な消耗品を表 3-4-4 に示す。送信機用エアーフ

ィルタ等の交換部品の取り扱いについては、現地工事期間中の OJT にて日本人技術者から

FBC 職員または関係部局の技術員へ技術移転がなされる予定であり、FBC は適切な維持管理

を継続的に行うために、毎年消耗品の購入費用を確保していくことが求められる。主な消耗

品項目を表 3-4-4 に示す。 

表 3-4-4 消耗品 

項目 毎年 
数量（個） 

送信機用ファンユニット 2 
送信機用エアーフィルタ 4 
各種ヒューズ 10 
航空障害灯電球 3 
絶縁変圧器用サージアブゾーバ 2 
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3-5 プロジェクトの概算事業費 

3-5-1 協力対象事業の概算事業費 

 

 

 

3-5-1-1 日本国側負担経費 

 

 

 

3-5-1-2 フィジー共和国側負担経費 

相手国側負担経費 約 427 万円 

負 担 事 項 見積額 
（FJD） 備  考 

① 新アンテナ用地内の不要物の撤去 

6,600 

撤去作業: 
FJD50 x 60人・日 
= FJD3,000 
機材+ガソリン: FJD3,600 

② 既設アンテナ等の撤去 

10,000 

アンテナ撤去: 
FJD50 x １00人・日 
= FJD5,000 
トラック+ガソリン等: FJD5,000 

③ 商用電源の確保（既設トランスから新送信機建屋ま
での電力ケーブルの提供 

30,000 

ケーブル 75 mm2（4芯）: 
80 m x FJD150/m 
= FJD12,000 
kWhメータ: FJD1,000 
設置工事: FJD17,000 

④ FBC本局から新設送信機建屋へのISDN回線 350 4回線（設置費用） 
⑤ 新設送信機建屋周囲のフェンス及び門扉の設置 

14,000 
フェンス:  
70 m x FJD200/m 

⑥ 空港アセスメント申請費用 300  
⑦ 銀行取極めに基づくフィジー共和国銀行口座への

支払い手数料 15,350 
支払手数料をE/N額の0.1%と仮
定した額 

合 計 76,600  
 

3-5-1-3 積算条件 

1) 積算時点 平成 26 年 10 月 

2) 為替交換レート 1 US$＝104.83 円 

 1 FJ$＝55.741 円 

概略事業費については非公開 

概略事業費については非公開 
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3-5-2 運営・維持管理費 

FBC が健全な運営を継続するためには、本計画で調達される機材を適宜更新していく必要が

ある。従って、新規及び既存機材の維持管理費に加え、定期的な設備更新費までを見込んだ維

持管理計画を立てる必要がある。 

(1) 設定条件 

将来の財務数値に関して 2017 年までは FBC 作成による Strategic Plan の数値を使用し、そ

の後の 2024 年までは近年のフィジーの GDP 成長率に鑑み、収入は事業収入、事業外収入共

3%の伸びで推定、費用についても減価償却費と金利費用を除き 3％の伸びで推定した。 

(2) 支出 

本計画で調達する機材は 2017 年から運用開始とし、毎年の運営・維持管理費を以下のよう

に推計する。 

1) 電力量増加分 

送信機の稼働電力が現状の 2 kW から新規送信機では 10 kW に増加することにより、電力

使用料も以下のとおり増加となる。 

a) 新規送信機（10 kW）による年間電力使用料：13 万 3,500 FJ ドル 

b) 現状送信機（2 kW）による年間電力使用料： 1 万 9,500 FJ ドル 

a) – b) 年間電力使用料増加分： 11 万 4,000 FJ ドル 

2) 維持管理 

本計画で送信機及びその他機材を据付ける送信機建屋及び同建屋内の ISDN 使用料、電気・

空調設備並びにアンテナ支柱の保守費用を、表 3-5-1 に示す。特に、空調機の点検は、放熱量

の大きい送信機を適切に稼働させる上で重要であり、アンテナ支柱のペンキ塗装は、塩害対

策上必要不可欠である。 

3) 交換部品 

本計画実施後に FBC が調達すべき交換部品の内訳を表 3-5-1 に示す。ファン、フィルタ、

ヒューズ及び電球等は使用頻度が高く、ほぼ毎年交換・更新が必要となる。またその他、3

年毎の交換部品は年間費用に調整した。本計画では、実施後 1 年分または初回故障時に必要

な数量の交換部品を調達する。また、送信機用エアーフィルタ等の交換部品の取り扱いにつ

いては、現地工事期間中の OJT にて日本人技術者から FBC 職員へ技術移転がなされる予定で

あり、FBC は適切な維持管理を継続的に行うために、毎年交換部品の購入費用を確保してい

くことが必要である。表 3-5-1 に主な維持管理費の内訳を示す。 
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表 3-5-1 電力使用料、維持管理費用、交換部品費用 

項目 単価（FJD） 数量 金額（FJD） 

1. 新送信機による年間電力使用料 133,500 1 式 133,500 

2. ISDN 使用料 2,100 1 式 2,100 

3. 維持管理費    

(1) 空調機保守点検 2,700 1 式 2,700 

(2) 電気機器関係修理 3,700 1 式 3,700 

(3) ペンキ塗装（アンテナ用） 20,000 1 式 20,000 

4. 消耗品・交換部品他 
   

(1) 送信機用ファンユニット 1,250 2 組 2,500 

(2) 送信機用エアーフィルタ 1,250 4 組 5,000 

(3) 航空障害塔電球 1,667 3 組 5,000 

(4) 各種ヒューズ 500 10 組 5,000 

(5) 絶縁変圧器用サージアブソーバ 2,500 2 組 5,000 

(6) PA モジュール（年間コスト調整額） 2,500 2 組 5,000 

(7) RF ドライバーユニット（年間コスト調整額） 2,500 2 組 5,000 

(8) 電源用モジュール（年間コスト調整額） 2,500 2 組 5,000 

(9) 各種制御基板（年間コスト調整額） 5,000 2 組 10,000 

(10) パワートランジスタ（年間コスト調整額） 2,500 2 組 5,000 

(11) 予備電源用燃料費 4,000 1 式 4,000 

合計 218,500 
※上表の年間運営維持管理費用の合計（21 万 8,500FJ ドル）から既存の年間電気料金（1 万

9,500FJ ドル）を差し引いた額（19 万 9,000 FJ ドル）が本計画実施後の維持管理費用の純増

分となる。 
 

(3) 設備更新積立費用 

本計画で調達する機材は 2017 年より運用開始し、8 年後の 2025 年を目標として、機材の

更新に必要な費用（332 万 FJ ドル）の一部（41 万 5,000FJ ドル）を毎年準備金として積み立

てることが求められる。積立金の原資は、現在の FBC の財務状況から、フィジー共和国政府

とFBC間の公共放送事業契約の更新による政府補助金の積立から捻出する等の方法が考えら

れる。本計画実施後の 8 年間に積み立てる設備更新費用の内訳を表 3-5-2 に示す。 

表 3-5-2 設備更新費用 

項目 単価（FJD） 数量 合計（FJD） 
送信機一式 1,260,000 2 2,520,000 
支線・碍子一式 500,000 1 500,000 
空調機 150,000 1 150,000 
非常用発電機 150,000 1 150,000 

合計 3,320,000 
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(4) 収入 

FBC の事業収入は民間からの広告料（CM 料）、有料番組放送収入、特別放送番組、スポー

ツ番組、放送外コンテンツ売却収入等が主たる収入源である。本計画の実施により、これま

でラジオ放送が聞けなかった地方、離島地域でも聴取されるが、中波ラジオ放送による公共

放送番組が中心となることから収入増は見込んでいない。 

(5) 政府からの補助金収入 

FBCに対してフィジー共和国政府より毎年支給されている 291万 FJドルの補助金は契約に

より 2016 年まで支給されることが確定している。フィジー共和国公営企業省と財務省との面

談において FBC が公共放送機関として重要な位置づけをされており、今後の財務的支援につ

いても確認できたことから、今後 10 年間も同額の補助金支給を想定した。 

(6) 推定結果 

上述の設定条件から機材の更新時期までの収支予測を FBC の財務計画（2024 年まで）とし

て表 3-5-3 に示す。 

FBC の損益は監査済みの財務諸表では 2013 年時約 560 万 FJ ドルの赤字であるが、調査団

の推定では 2014 年以降は、2009 年度に更新した FM 放送機材と 2011 年度に開始した FBC TV

放送機材の減価償却が進むにしたがい、赤字額は徐々に減少すると見込まれる（プロジェク

ト機材運用開始の 2017 年時で赤字額は約 100 万 FJ ドルに減少する見込み）。しかしながら、

次回のプロジェクト機材の更新予定時である 2024 年時においても、僅かながら赤字を計上す

る推定であり、民間からの収入のみで FBC が大幅に収益を改善し、本プロジェクトの毎年の

機材更新積立との維持管理費（プロジェクト開始時に合計約 69 万 FJ ドル、その後約 62 万

FJ ドル）に必要な利益を蓄積することは困難と推定する。よって本プロジェクト実施に欠か

せぬ財務支援として、フィジー共和国政府はFBCに対する政府補助金の投入を今後も継続し、

FBC の財政が安定して公共放送機関としての体制を維持できるよう予算を確保する必要があ

る。 

今回の調査で、財務省及び公営企業省より、現在の政府補助金と同水準、もしくは設備投

資必要額に応じた事業運営資金が今後も継続投入される意向が示されていることから、291

万 FJ ドルの補助金の継続投入により、本プロジェクト機材更新費用の積立と維持管理費の支

払は、十分可能であると推定する。 
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表 3-5-3 FBC財務計画（2024年まで) 

 
  

Fiji Broadcasting Corporation の財務状況
プロジェクト機材
の運用開始

損益計算書 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
事業収入 3,030,835 3,663,514 6,428,631 8,042,530 9,762,661 11,007,060 12,107,766 13,318,543 13,718,099 14,129,642 14,553,532 14,990,137 15,439,842 15,903,037 16,380,128

広告費 671,141 2,344,595 3,055,980 3,552,955 4,085,898 4,494,488 4,943,937 5,092,255 5,245,023 5,402,373 5,564,445 5,731,378 5,903,319 6,080,419
有料放送収入 1,464,295 2,207,961 2,634,117 3,083,503 3,546,028 3,900,631 4,290,694 4,419,415 4,551,997 4,688,557 4,829,214 4,974,090 5,123,313 5,277,012
イベント収入 398,909 698,873 826,379 997,357 1,146,961 1,261,657 1,387,822 1,429,457 1,472,340 1,516,511 1,562,006 1,608,866 1,657,132 1,706,846
放送外商業収入 297,659 322,347 631,846 678,341 1,020,092 1,122,101 1,234,312 1,271,341 1,309,482 1,348,766 1,389,229 1,430,906 1,473,833 1,518,048
スポーツ放送収入 358,078 546,452 384,933 440,810 506,932 557,625 613,387 631,789 650,742 670,265 690,372 711,084 732,416 754,389
その他事業収入 473,432 308,403 509,275 1,009,695 701,149 771,264 848,391 873,843 900,058 927,060 954,872 983,518 1,013,023 1,043,414

事業外収入 330,724 153,494 258,711 408,238 410,222 471,755 518,931 570,824 587,949 605,587 623,755 642,467 661,741 681,594 702,042
総収入 3,361,559 3,817,008 6,687,342 8,450,768 10,172,883 11,478,815 12,626,697 13,889,367 14,306,048 14,735,229 15,177,286 15,632,605 16,101,583 16,584,631 17,082,169
**プロジェクト機材贈与資産収入 1,800,000 1,800,000 1,800,000 1,800,000 1,800,000
**プロジェクト実施後の総収入 15,689,367 16,106,048 16,535,229 16,977,286 17,432,605 16,101,583 16,584,631 17,082,169
費用

販売費および一般管理費 3,873,703 4,850,183 11,667,174 12,621,772 11,543,413 12,915,952 13,187,991 13,895,187 14,198,043 14,509,984 14,831,283 15,162,222 15,503,089 15,854,181 16,215,807
運営管理費 1,442,353 1,926,315 3,198,470 3,682,615 3,791,417 3,915,952 4,031,991 4,220,067 4,346,669 4,477,069 4,611,381 4,749,723 4,892,214 5,038,981 5,190,150
減価償却費 312,461 187,732 3,945,617 3,988,424 2,880,000 3,800,000 3,800,000 3,800,000 3,800,000 3,800,000 3,800,000 3,800,000 3,800,000 3,800,000 3,800,000
給与人件費 1,759,626 1,972,578 2,353,894 2,461,587 2,747,213 2,900,000 2,987,000 3,435,050 3,538,102 3,644,245 3,753,572 3,866,179 3,982,164 4,101,629 4,224,678
電力費 351,131 467,754 792,798 859,871 924,783 1,000,000 1,030,000 1,060,900 1,092,727 1,125,509 1,159,274 1,194,052 1,229,874 1,266,770 1,304,773
番組制作費 8,132 295,804 1,376,395 1,629,275 1,200,000 1,300,000 1,339,000 1,379,170 1,420,545 1,463,161 1,507,056 1,552,268 1,598,836 1,646,801 1,696,205

営業外費用 121,998 30,690 2,012,950 1,431,770 1,390,751 1,390,751 1,119,132 1,119,132 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000
総費用 3,995,701 4,880,873 13,680,124 14,053,542 12,934,164 14,306,703 14,307,123 15,014,319 15,198,043 15,509,984 15,831,283 16,162,222 16,503,089 16,854,181 17,215,807
税金等調整前当期純利益 (634,142) (1,063,865) (6,992,782) (5,602,774) (2,761,281) (2,827,888) (1,680,426) (1,124,952) (891,995) (774,754) (653,997) (529,617) (401,505) (269,551) (133,637)
プロジェクト機材減価償却費 1,800,000 1,800,000 1,800,000 1,800,000 1,800,000
**プロジェクト実施後の総費用 16,814,319 16,998,043 17,309,984 17,631,283 17,962,222 16,503,089 16,854,181 17,215,807
**プロジェクト実施後の税金等調整前当期純利益 (1,124,952) (891,995) (774,754) (653,997) (529,617) (401,505) (269,551) (133,637)

監査済み FBCによる財務計画 予測
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出所：調査団 

 

貸借対照表 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
流動資産

現金および預金 1,401,006 1,328,350 161,181 276,075 687,778 1,570,306 650,407 467,890 481,927 496,385 511,276 526,614 542,413 558,685 575,446
受取手形・売掛金 1,158,728 1,162,232 1,377,429 1,919,421 919,421 917,421 1,032,209 1,158,476 1,193,230 1,229,027 1,265,898 1,303,875 1,342,991 1,383,281 1,424,779
棚卸資産 12,943 52,652 24,397 32,025 48,139 48,139 49,583 48,139 49,583 51,071 52,603 54,181 55,806 57,480 59,205
その他流動資産 934,565 1,152,656 1,217,831 1,920,732 927,187 927,187 2,744,899 727,187 749,003 771,473 794,617 818,455 843,009 868,299 894,348

流動資産合計 3,507,242 3,695,890 2,780,838 4,148,253 2,582,525 3,463,053 4,477,098 2,401,692 2,473,743 2,547,955 2,624,394 2,703,126 2,784,219 2,867,746 2,953,778
固定資産

有形固定資産 16,889,155 23,942,724 21,517,376 18,226,196 18,755,604 16,021,339 13,593,139 14,862,295 15,308,164 15,767,409 16,240,431 16,727,644 17,229,473 17,746,357 18,278,748
投資その他の資産 190,627 110,269 0 56,121 56,121 56,121 56,121 56,121 56,121 56,121 56,121 56,121 56,121 56,121

固定資産合計 17,079,782 24,052,993 21,517,376 18,226,196 18,811,725 16,077,460 13,649,260 14,918,416 15,364,285 15,823,530 16,296,552 16,783,765 17,285,594 17,802,478 18,334,869
総資産 20,587,024 27,748,883 24,298,214 22,374,449 21,394,250 19,540,513 18,126,358 17,320,108 17,838,028 18,371,485 18,920,946 19,486,890 20,069,814 20,670,224 21,288,647
**プロジェクト実施による固定資産増加分 7,200,000 5,400,000 3,600,000 1,800,000
**プロジェクト実施後の総資産 24,520,108 23,238,028 21,971,485 20,720,946 19,486,890 20,069,814 20,670,224 21,288,647

流動負債

支払手形・買掛金 1,047,542 1,200,086 979,437 1,569,998 4,178,809 4,509,950 3,382,463 3,365,463 3,466,427 3,570,420 3,677,532 3,787,858 3,901,494 4,018,539 4,139,095
短期借入金 1,310,372 1,485,584 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
引当金 66,893 88,498 94,363 82,239 84,239 86,239 88,826 90,826 93,551 96,357 99,248 102,225 105,292 108,451 111,705
前受金 18,850 4,000 31,022 51,333 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

流動負債合計 1,133,285 1,292,584 2,415,194 3,189,154 4,263,048 4,596,189 3,471,289 3,456,289 3,559,978 3,666,777 3,776,780 3,890,084 4,006,786 4,126,990 4,250,800
固定負債

長期借入金 14,252,810 19,897,803 19,315,901 19,382,594 17,259,023 14,990,031 13,458,407 10,882,109 11,208,572 11,544,829 11,891,174 12,247,910 12,615,347 12,993,807 13,383,621
前受金 14,306 25,276 217,232 145,588 27,255 27,255 29,276 29,276 29,276 29,276 29,276 29,276 29,276 29,276 29,276
繰延収益 36,004 0 0 0 39,093 39,093 49,868 49,868 0 0 0 0 0 0 0

固定負債合計 14,303,120 19,923,079 19,533,133 19,528,182 17,325,371 15,056,379 13,537,551 10,961,253 11,237,848 11,574,105 11,920,450 12,277,186 12,644,623 13,023,083 13,412,897
総負債 15,436,405 21,215,663 21,948,327 22,717,336 21,588,419 19,652,568 17,008,840 14,417,542 14,797,826 15,240,882 15,697,231 16,167,269 16,651,409 17,150,073 17,663,697
**プロジェクト実施による繰延収益 7,200,000 5,400,000 3,600,000 1,800,000
**プロジェクト実施後の総負債 21,617,542 20,197,826 18,840,882 17,497,231 16,167,269 16,651,409 17,150,073 17,663,697
積立資金 1,880,370 3,925,215 6,088,105 8,372,582 10,782,293 13,320,995 15,992,559
純資産 5,150,619 6,533,220 2,349,887 (342,887) (194,169) (112,055) 1,117,518 2,902,566 4,920,571 7,055,817 9,311,820 11,692,203 14,200,697 16,841,147 19,617,510

株主資本

「フ」国政府補助金 2,586,667 2,530,434 2,566,810 2,910,000 2,910,000 2,910,000 2,910,000 2,910,000 2,910,000 2,910,000 2,910,000 2,910,000 2,910,000 2,910,000 2,910,000
累積受入資本額 2,786,669 5,317,103 7,883,913 10,793,913 13,703,913 16,613,913 19,523,913 22,433,913 25,343,913 28,253,913 31,163,913 34,073,913 36,983,913 39,893,913 42,803,913
資本剰余金 3,913,355 3,913,355 3,913,355 3,913,355 3,913,355 3,913,355 3,913,355 3,913,355 3,913,355 3,913,355 3,913,355 3,913,355 3,913,355 3,913,355 3,913,355
累積損失 (1,549,405) (2,697,238) (9,447,381) (15,050,155) (17,811,436) (20,639,324) (22,319,750) (23,444,702) (24,336,697) (25,111,451) (25,765,448) (26,295,065) (26,696,571) (26,966,121) (27,099,758)

株主資本合計 5,150,619 6,533,220 2,349,887 (342,887) (194,168) (112,056) 1,117,518 2,902,566 4,920,571 7,055,817 9,311,820 11,692,203 14,200,697 16,841,147 19,617,510

**プロジェクト開始時のフィジー国負担経費 76,600
**プロジェクト実施による年間運営維持管理費 199,000 199,000 199,000 199,000 199,000 199,000 199,000 199,000
**プロジェクト実施による累積運用維持管理費 275,600 474,600 673,600 872,600 1,071,600 1,270,600 1,469,600 1,668,600
**プロジェクト実施による株主資本合計 2,626,966 4,445,971 6,382,217 8,439,220 10,620,603 12,930,097 15,371,547 17,948,910
**設備更新積立額 415,000 415,000 415,000 415,000 415,000 415,000 415,000 415,000
**設備更新累積積立額 415,000 830,000 1,245,000 1,660,000 2,075,000 2,490,000 2,905,000 3,320,000

監査済み FBCによる財務計画 予測
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

 表 3-2-4 に示すフィジー共和国側負担工事が円滑に実施される。 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

 フィジー共和国政府から FBC への資金投入が今後も継続される。 

 日常点検等の維持管理に必要な人材・予算が確保される。 

 修理部品等の購入に必要な予算が確保される。 

4-3 外部条件 

 フィジー共和国の放送セクターに関する政策が変更されない。 

 地震等の大規模な自然災害が発生しない。 

 テロ及びクーデター等の突発事態が発生しない。 

4-4 プロジェクトの評価  

4-4-1 妥当性  

(1) 開発計画に資するプロジェクト 

フィジー共和国は自然災害の管理に取り組んでおり、国家災害管理法（Natural Disaster 

Management Act 1998 Part-4 Emergency Operation, 18 Public Declaration）には、災害時の対策に

ついて国民への呼びかけにラジオ及びテレビ放送を利用することが示されている。 

国家開発計画「民主化及び持続的な社会経済開発 2010-2014」では、重要な施策のひとつと

して情報と通信の拡充を揚げている。また同計画によると 90%以上の住民がラジオ放送の聴

取が可能であり、ラジオ放送は情報を得るための重要なツールであることが示されている。

その他、住民への生活情報サービス向上による地方の産業振興についても掲げられており、

防災を始め、国の政策、教育、農業、保健、国内外のニュースに関するラジオ放送を行うこ

とが、政府と FBC 間の契約（Agreement Between The Government of the Republic of Fiji and Fiji 

Broadcasting Corporation）により取り決められており、本計画は国家開発計画に資するプロジ

ェクトと言える。 

(2) 自然災害放送 

現在 FBC はニュース、教育等の公共性の高い番組の放送事業の他にも、住民に対するサイ

クロン、津波、洪水等の自然災害緊急放送の実施をフィジー共和国政府から委託されている。

フィジー共和国の都市部では携帯電話やインターネット網等の情報通信インフラが整備され

ているが、地震等の災害発生時に、処理が集中し通話や電子メールの送受信が困難となる事

例が発生している。また、電話中継局の多くは山間部に設けられているため、電源供給が被

災した場合、復旧までに長時間を要する等災害時には利用が困難となる。一方、本計画の中

波ラジオ放送は携帯電話のように利用の集中による問題が無く、非常用発電機を備えている
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ため、災害や事故等による停電の際にも信頼性の高い放送が可能である。また、ラジオ受信

機は乾電池で利用可能であり、携帯性があるため避難先や電力の無い場所でも情報の入手が

可能である。このようにラジオは携帯電話とは異なった特長と、その同報性並びに広いサー

ビスエリアから、災害時にはいち早く住民に災害情報を伝える手段として重要な役割を担っ

ており、気象局ではサイクロン接近の際の避難の呼びかけに使われる他、NDMO でも自然災

害の際の警報に利用されている。フィジー共和国は、サイクロンや洪水により度々甚大な被

害を受けており、災害に際し被害の拡大や再発を避けるために迅速な対応が必要であり、ま

た、人間の安全保障の観点から、自然災害などの個人の尊厳・生命・生活に対する脅威への

対応が必要であるため、無償資金協力としての本事業の実施を支援する必要性および妥当性

は高い。 

(3) 公共放送機関としての役割 

中波ラジオ放送はバヌア・レブ島及びビティ・レブ島から遠く離れた離島でも受信が可能

であり、電力の整備が進んでいない村落でも受信が可能であることから、以前より住民への

生活情報サービス提供のためのツールとしてフィジー共和国で利用されている。公営企業省

の他、財務省、情報省、教育省、NDMO、FMS、農業省、電力会社、航空局、企画局等の関

連機関を訪問した結果、自然災害の情報の他、農業省等では農産物価格等農村向け番組を制

作している他、教育省でも省内の専門部局で約 30 年前から教育番組を制作し、毎日放送を行

う等、離島への教育に欠かせない手段としている。その他、保健省は伝染病予防情報及び電

話による乳がん等の健康相談をラジオで放送しており、各省においてフィジー共和国におけ

る唯一の公共放送機関としてのFBCの役割及び災害時の緊急放送等の広域放送としての重要

性を確認した。 

(4) 貧困層への裨益効果 

フィジー共和国の地方部及び離島地方部の住民は約 4 万 1,000 人であり、同地域の貧困率

は 43%と都市部の 19%と比較して高い（2007 年、フィジー統計局資料）。また、電力会社に

よる電源の供給は人口の集中しているビティ・レブ島とバヌア・レブ島等に限られており、

離島等人口の少ない地域では十分な電力供給が無く冷蔵庫、テレビ等の電化製品の利用が限

られている状況である。このため、乾電池で利用が可能なラジオは未電化地域では情報収集

のためのツールとして有効である。また、ラジオ本体は安価な情報機器であり、テレビ、イ

ンターネット等を所有することが経済的に困難な島民にも使用されている。ニュース、天気

情報、そして災害情報等日常生活において必須の情報を広範囲に伝達する中波ラジオ放送の

復活は貧困層への大きな裨益効果が見込まれる。 

(5) 我が国の技術を用いる必要性・優位性 

技術的に優位性のある日本の放送機材が納入されるため、フィジー共和国と日本の両国の

裨益に資することから、協力対象事業実施の妥当性は高いと判断される。 
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4-4-2 有効性 

(1) 定量的効果 

① カバレッジ対象地域の推計人口 

図 4-4-1 に現在の送信機（2kW）によるカバレッジと本計画による新しい送信機（10kW）

のカバレッジを示す。 

 

図 4-4-1 現在の送信機（2kW）によるカバレッジと本計画による新しい送信機（10kW）のカバレッジ 

本計画により出力を 10 kW に拡大した場合、ロツマ島を除くフィジー共和国全土で聴取

可能となり、離島地域を中心とした住民約 10 万人が新たに中波ラジオ放送を聴取可能とな

る。 

表 4-4-1 現在と実施後の聴取可能人口の比較 

現在（2 kW）の 

聴取可能人口 

実施後（10 kW）の 

聴取可能人口 
増加する裨益人口 

78 万人 88 万人 10 万人 

なお、中波ラジオ放送の受信が困難なロツマ島住民は、トンガやオーストラリア等近隣

国の放送を受信している他、フィジー共和国放送の民間衛星テレビ放送が受信可能となっ

ている。FBC によると、2014 年 11 月に同島に FM 送信機（100 W）が据え付けられ、FM

放送の運用が開始された。 

② 放送中断時間の削減 

現在、FBC ではナウソリ空港に近いナウル送信所に設置した中波送信機により 24 時間放

送を実施している。同放送は、FBC スタジオで制作された放送番組が一旦マイクロ波と呼

ばれる信号によって、スバ市郊外のナコバレブ送信所に送られ、そこで FM 波に変換され
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た後ナウル送信所に送られる。ナウル送信所では、FM 波を中波ラジオ放送用の信号に変

換し、中波ラジオ放送を行っている。図 4-4-2 にスタジオから送信所までの機器構成を示す。 

 
出所：調査団 

図 4-4-2 FBC 番組伝送経路 

このように、FBC 本局スタジオで制作された放送番組が中波ラジオとして放送されるま

での間には、様々な機材が介在するが、サイクロン等で上述の機材が被害を受けた場合、

中波ラジオ放送が中断する事態となる。本計画で新設するネットワークでは、FBC 本局ス

タジオからの放送番組を、マイクロ回線及び FM 放送といった多数の機器を介さず、ISDN

回線を用いて直接送信機まで伝送することで、天候の変化やサイクロン等の影響を最小限

度とすることが可能となり、安定した放送の継続が可能となる。表 4-4-2 に現在と実施後の

放送中断時間の比較を示す。 

表 4-4-2 現在と実施後の放送中断時間の比較 

現在（中断時間） 実施後（中断時間） 削減時間 

100 時間/年間 8 時間/年間 92 時間/年間 
 

現在の放送は、送信機の電源部がオーバーヒートしていることから、しばしば放送中断

を余儀無くされているが、送信機を更新した場合、保守点検のための中断時間のみとなる。 

③ 消費電力の削減 

送信機とアンテナは電力ケーブル（同軸給電線）で接続されているが、既設機材は両者

の間がインピーダンスと呼ばれる電気的特性が整合されていないことから、エネルギーが
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効率よく電波に変換されていない。このため、余分なエネルギーが熱となって消費されて

しまうため、損失が大きく、消費電力が大きい。本計画にて新しい送信機に更新すること

により、性能が向上し整合を図ることが可能となるため、効率が改善され、消費電力の節

約が可能となる。 

調査における試算の結果、本計画で新設する送信機を半導体による省エネルギー設計と

することで、既設送信機と比較し約 70%の電気料金となる見込みである。表 4-4-3 に現在

と実施後の消費電力の比較を示す。 

表 4-4-3 現在と実施後の消費電力の比較 

現在（10 kW として） 実施後（10 kW） 節電率 

約 55 kWh 約 38 kWh 約 30% 
 

(2) 定性的効果 

① 放送品質の改善：既存のアナログ式送信機は応急修理の結果、出力の増大と共に、高調

波の発生等からノイズ成分が多くなり、放送の音声信号に歪が混在し、変調効率が落ち

ている等の影響で聴取者が聞き取りにくい放送となっているが、送信機特性用モニター

が無く、送信機も調整が困難な状況である。本計画で導入する昨今の送信機は、点検の

実施、測定器により特性を管理する等により、音声信号の変調効率を向上させ音質のよ

い放送を行うことが可能となる。 

② 中波ラジオ放送の継続：既存アンテナと送信所は経年劣化により基部が腐食、破損して

おり、長期間の利用は困難であるが、アンテナ及び送信機が更新されることで、中波ラ

ジオ放送が継続され、離島を含むフィジー共和国国民 88 万人へ防災を含む生活情報サ

ービスが安定的に配信される。 
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